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           氏  名    金 敏植 
 
 
 
 
2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震では、福島第一原子力発電所から放
射性物質が、漏えい・拡散した。この事故では、建屋から放出された放射性物質の量が
不明であったことや、電源喪失で放射線観測データが不足したため、緊急時迅速放射能
影響予測ネットワークシステム（SPEEDI）の計算結果を避難計画の策定に活用すること
が出来なかった。また、降雨沈着などによって、地面に付着した放射性物質からの放射
線（Ground-shine）が増加したため、本来、空間の放射性物質からの放射線量
（Cloud-shine）からの放出量推定を困難にした。これらの問題を解決するためには、
今回の事故で、有用性が確認された航空機、自動車などによる移動放射線観測データ（地
表放射能量および空間放射線量）を用いて、迅速に放射性物質の放出量を推定する手法
の開発が必要である。しかし、従来の数値気象・拡散モデル計算結果を利用する放出量
推定手法では、多大な計算時間が必要である。この課題を解決する手段として、本研究
では、原子力安全審査用拡散風洞実験データ（濃度分布）に基づく正規拡散式を用いた
新たな放出量推定手法を用いて、拡散風洞実験データおよび野外観測データでこの手法
の精度を検証し、不確定性を評価した。福島事故では、発電所周辺の狭域固定観測デー
タと、航空機などの広域移動観測データがあったが、狭域固定観測データは、放出量推
定計算にほとんど、利用されなかった。この理由は、通常の気流拡散計算モデルが広域
気象・拡散現象を再現対象としており、狭域(10km以内)の地形および建物影響を再現す
ることが困難であるためである。本研究で検証した手法は、既存の広域観測データを利
用する放出量推定技術と比較して、次のような特徴がある。①拡散風洞実験データの近
似式を拡散計算に用いるので、狭域の地形および建物影響を高精度で再現することが可
能である。②気象条件（風向：１６ケース×大気安定度：６ケース＝９６ケース）毎の
拡散計算結果（伝達係数）をデータベース化しておくため、通常のPCを用いて、数分以
内に放出量推定計算が可能である。なお、本研究では、原子力研究開発機構が開発し、
公開しているWSPEEDIコードほかの拡散計算モデルを使用して、放出量推定を行った結
果との比較検討も行った。また、この手法の不確定性とその低減対策も研究した。本研
究結果から、次のことが分かった。 
(1)この手法の不確定性を検証する計算を行い、風向変動に起因する放出量推定精度低
下を改善する対策として、１時間平均観測データを用いることにより、精度改善が図れ
ることを確認した。 
(2)ベルギーMOL試験炉で実施されたAr41野外拡散実験データを用いて、放出量推定計算
を行った結果、現地の空間放射線観測データ（Fluence rate）をファクター２（±50%）
程度の精度で予測可能であることを確認した。 
(3)福島第一原発事故で観測された空気中濃度データを用いて、簡易モデル（正規拡散
式）および詳細モデル（WRF/CHEM）で放出量推定計算を行った結果は、原子力研究開発
機構ほかが推定している数値と、ほぼ等価なオーダとなった。 
上記に加えて、福島第一原子力発電所事故では、広域に放射性物質が沈着したため、
現在も、これらの地域から風が吹くと、土壌表面の放射性物質が再飛散し、空間線量が
増加する傾向がある。従って、これらの影響を考慮した長期的な被ばく線量評価のため、
EUで開発した長期被ばく評価モデル（ERMIN）が福島原子力事故で適用できるかを確認
したのち、福島事故の長期被ばく線量の検証計算を行った。 
本研究結果から、次のことが分かった。 
(1)福島市および東海村の再飛散係数解析結果および沈着速度は、事故後約１ケ月以内
については、ERMINモデルおよび文献値と整合している。  
(2)福島市および郡山市の長期被ばく線量観測値とERMINモデルの計算値は、ほぼ整合し
ていることが確認できた。  
(3)除染対策を考慮した計算結果は、郡山市の除染効果をほぼ、再現していることが確
認された。 
第 01 章 
  序論 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ▌ 第 01 章 まえがき  
 
▼▼ 
本論文は、原子力発電所事故時の初期および中・長期の対応という課題に対し、
原発事故の緊急時対応に迅速かつ容易に放出量の推定が可能な放出量推定手法
(STE)の検証を行うともに、EU が開発した事故後長期被ばく線量評価コード
(ERMIN)の検証を行った。 
 
本章では、論文の序として研究背景・研究目的を述べ、本研究の構成を示す。 
 
1.1 節では研究背景，1.2 節では研究目的，1.3 節は研究の流れ，1.4 節では本
論文の構成について 1.5節はまとめを記述する。 
▲▲ 
 
 
 
▌▌原子力発電所事故時の放出量推定手法および長期被ばく線量推定の検証に関する研究 
 
[ 第 1 章 序論 ] 
 
01-1 
第 1 章 序論 
 
1.1 研究背景 
原子力発電所のように有害危険物質を扱うところで爆発事故等が生じると危険物質は風に
より拡散・輸送され風の乱れにより、大気中を拡散したのち、乾性沈着あるいは湿性（降水）
沈着し地面の表土を汚染する(図 1.1.1)。さらに、危険物質が容易に分解等無害化しない場合、
それらは長期にわたって風により再飛散し、人体に影響を与える可能性が高い。このため、爆
発事故直後には有害危険物質の放出量を敏速に推定し、拡散・輸送経路の予測を行うことが、
避難誘導計画の立案に必要である。さらには、再飛散現象を考慮した長期にわたる健康被害予
測評価は、除染および避難解除計画の立案に必要である。 
 
2011 年 3 月 11 日に発生した三陸沖を震源とするマグニチュード Mw9.0 の東北地方太平洋沖地
震の影響で、東京電力福島第一原子力発電所は津波の被害を受け、電源供給および核燃料冷却
機能を喪失した。このため、東京電力福島第一原子力発電所から多量の放射性物資が漏洩・拡
散した。この事故では、建屋ならびに原子炉格納容器の損壊という｢過酷事故｣のため、建屋か
ら放出された放射性物質の量が不明であったことや、津波によるモニタリングポストの電源喪
失により周辺の放射線観測データが不足したため、緊急時迅速放射能影響予測ネットワークシ
ステム(System for Prediction of Environmental Emergency Dose Information : SPEEDI) 文
01.02), 文 01.03)による放射能強度の試算を避難計画の策定に活用することができなかった。また、
降雨沈着などによって、地面に付着した放射性物質からの放射線（Ground-shine）が増加した
ため、本来、空間の放射性物質からの放射線量（Cloud-shine）からの放出量推定を困難にし
た。さらに、SPEEDIの気流拡散計算モデルが広域気象・拡散現象を再現対象としており、狭域
(10km以内)の地形および建物影響を再現することが困難であるため、発電所周辺の狭域固定観
測データから放出量を推定することが困難であり、SPEEDIによる被ばく評価計算結果が公開さ
れたのは、事故後１ケ月後であった。 
 
この結果、今回の過酷事故で、有用性が確認された航空機・車両による移動観測データ（地
表放射能量および空間放射線量）および発電所周辺の固定観測データを用いて、迅速に放射性
物質の放出源強度を推定する手法の開発が必要になった。しかし、従来の数値気象・拡散モデ
ル計算結果を利用する放出量推定手法文 01.02), 文 01.03)では、多大な計算時間及び検討時間が必要
である。この課題を解決する手段として、拡散風洞実験データ（濃度分布）に基づく正規拡散
式を用いた新たな放出量推定手法(STE)を開発した文 01.01)。 
また、東京電力福島第一原子力発電所事故では、広域に放射性物質が沈着したため、土壌表面
の放射性物質が再飛散し、空間線量が増加する傾向がある。従って、周辺地域の住民の安全を
確保するためには長期的な被ばく線量評価が不可欠である。しかし、国内では再飛散を考慮し
た長期被ばく評価手法について、ほとんど研究例がないため、EUで開発された事故後長期被ば
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く線量評価コード(ERMIN)を導入し、検証した文 01.01) , 文 01.04) , 文 01.05)。 
 
本研究では、上記の放出量推定手法(STE)の検証を行うとともに、EU で開発した長期被ばく
評価モデル(ERMIN)を用い福島原子力事故で適用可能であるかについて検証を行った。 
 
 
図 1.1.1 原子力発電所事故後の物理現象の流れ 
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1.2 研究目的 
本研究は、原子力発電所緊急時対応という課題に対して放出量推定手法(STE)及びヨーロッ
パで開発された事故後長期被ばく線量評価コード(ERMIN)の検証することを目的にする。 
 
①「原発事故後の初期対応に必要な放出量推定手法(STE)」の検証についてはまず、拡散風洞
実験データ近似式を用いた検証計算を行い、その不確定性を評価する。次に野外拡散実験デー
タを用いた検証計算並びに、東京電力福島原子力発電所事故を対象とした放出量推定計算を行
う。 
 
②「原発事故後の中・長期対応に必要な長期被ばく線量の推定手法(ERMIN)」については、東
京電力福島原子力発電所事故後の避難解除計画へ適用することを目的として、長期被ばく評価
にあたって、重要なパラメータである ERMINと日本の沈着速度及び再飛散係数の比較検討を行
う。 
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1.3 研究の流れ 
図 1.3.1に本研究まで至る全体研究の流れを示す。図 1.3.1に示したように原子力発電所緊
急時対応に可能な避難対策計画への貢献を図るためには、原発事故後の各段階別の技術が必要
である。 
東京電力福島第一原子力発電所事故では、放出源情報が無かったことや放射線観測データの
不足等により、早期の放出量推定が困難となり、緊急時迅速放射能影響予測ネットワークシス
テム(SPEEDI)の計算結果を避難計画の策定に活用することが出来なかった。このため、原発事
故後の数週間の範囲内である初期段階では過酷事故に適用可能な放出量推定手法 (STE)の開
発を行った文 01.01)。さらに、原発事故後の数ヶ月から数 10年間の範囲である中・長期段階では
EUで開発された事故後長期被ばく線量評価コード(ERMIN)を導入した文 01.04)。 
本研究では第 1 段階として文科省研究で開発された放出量推定手法(STE)の検証を行う。第
２段階としては EUから導入した事故後長期被ばく線量評価コード(ERMIN)の検証を行う。 
 
図 1.3.1 全体研究の流れ 
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1.4 論文構成 
本論文は大きく 2段階で分けており、第 1段階には原発事故後の初期対応に必要な技術であ
る放出量推定手法(STE)の検証について、第 2 段階には原発事故後の中・長期対応に必要な技
術である長期被ばく線量の推定手法(ERMIN)の検証について記述する。 
本論文は本章を含めた全 6章で構成されてあり、各章別における内容構成を以下に記述する。 
 
第 01 章は序論であり、本論文における研究背景・研究目的・研究流れを述べ、本研究のフ
ローチャートを示す。特に、研究背景では重大事故であった東京電力福島第一原子力発電所事
故後の対応に関した不備と問題点を挙げ、本研究の目的を明らかにする。 
 
第 02 章では、原子力発電所緊急時対応という課題に向け、放出量推定に関わる既往研究及
び長期被ばく線量推定に関わる既往研究について記述する。 
 
第 03章から第 04章にかけては、本研究の 1段階として原発事故後の初期対応に必要な放出
量推定手法(STE)について述べる。この放出量推定手法(STE)は、原子力発電所事故時の緊急時
放射線影響予測のための、早期の放出量推定手法の実現するともに東京電力福島第一原子力発
電所事故のような排出量計測が難しい建屋放出に放出量推定が可能な放出量推定手法を目指
し、操作性・高速性・汎用性のある放出量推定手法の開発が最終目標である。 
 
第 3 章では、原発事故後の初期対応に必要な放出量推定手法(STE)に必要とされる基礎理論
及び、放出量推定手法(STE)の概要について詳しく述べる。 
 
第 4 章では，第 3 章で言及した「原発事故後の初期対応に必要な放出量推定手法(STE)」の
検証について記述する。まずは、拡散風洞実験データ近似式を用いた検証計算を行った結果に
ついて述べる。特に風向変化・地形偏流による不確定性を評価する。次に 2011 年ベルギーの
MOL 試験炉で行われた野外拡散実験データを用いた検証計算結果について考察する。最後に、
東京電力福島原子力発電所事故を対象とした放出量推定計算を行い、日本原子力研究開発機構
の放出量推定計算結果と比較した結果について述べる。 
 
第 5章では、本研究の第 2段階として「原発事故後の中・長期対応に必要な長期被ばく線量
の推定手法(ERMIN)」について記述する。原発事故後の長期被ばくの線量評価という課題に対
して、EUで開発された事故後長期被ばく線量評価コード(ERMIN)について述べる。 
また、この長期被ばく評価コードを東京電力福島原子力発電所事故への適用することを目指し、
ERMIN コードのインストール作業をはじめ、東京電力福島原子力発電所事故後の得られた福島
地域の観測データの解析を通して、ヨーロッパの沈着速度及び再飛散係数の比較検討行った結
果について述べる。最後に、東京電力福島原子力発電事故後の長期被ばく検証計算を行い ERMIN
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の計算結果と福島地域の放射線観測データの比較を行い、ヨーロッパの降雨洗浄現象
（Weathering factor）と日本の降雨洗浄現象の検討を行い、ERMINコードが東京電力福島原子
力発電所事故への適用可能性に対して妥当性について述べる。 
 
第 6章では，最後の結語として、本論文の結論と今後の展望について記述する。 
 
以上のことをまとめ，図 1.4.1に本論文のフローチャートを示す。 
 
 
 
 
図 1.4.1 本論文のフローチャート 
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1.5 まとめ 
本章では、研究背景、研究目的および本論文の構成を述べた。東京電力福島第一原子力発電
所事故では、放射性物質が漏えい・拡散された。さらに、それらは広域に放射性物質が沈着し
たため、現在も東京電力福島第一原子力発電所の周辺には避難区域が設定されるなど社会・経
済に大きな影響を与えている。 
 
本研究の最終目標は、過酷事故評価における放出源強度推定手法の確立及び長期被ばく線量
の評価であるが、本論文では、その第一歩として、文部科学省の「原子力発電所事故時の放出
量および再飛散量推定手法高度化に関する研究」の成果である放出量推定手法(STE)及びヨー
ロッパで開発された事故後長期被ばく線量評価コード(ERMIN)の検証作業を行い、その結果を
報告する。 
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▼▼ 
前章（1 章）では，研究背景・研究必要性・研究の流れ・研究目的を述べ，本研
究のフローチャートを示した。 
 
本章では、原子力発電所緊急時対応に関する既往研究をまとめることで、本研
究で検証する放出量推定手法(STE)及び長期被ばく線量の推定手法の新規性につ
いて記述する。 
 
2.1 節では放出量推定に関わる既往研究，2.2 節では長期被ばく線量推定に関わ
る既往研究、2.3 節では結びとして本章の内容をまとめる。 
▲▲ 
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第 2 章 原子力発電所緊急時対応に関する既往研究 
 
前章（1 章）では，本研究の概要と必要性を述べた。本章では原子力発電所緊急時対応に関
する既往研究をまとめることで、本研究で検証する放出量推定手法(STE)及び長期被ばく線量
の推定手法の新規性について記述する。 
 
2.1 放出量推定に関わる既往研究 
科学技術の発展により、人類はより豊かな生活ができる一方で、チェルノブイリ原子力発電
所事故(1986 年)、地下鉄サリン事件(1995 年)、アメリカ同時多発テロ事件(2001 年)、東京電
力福島第一原子力発電所事故(2011 年)のような安全事故あるいは人為的な行為によるテロな
どの事件による危険性が増加している。これらの事件・事故以降に、大気拡散分野では有害ガ
ス(CBRN: Chemical・Bio・Radioactive・Nuclear)の放出源推定に関する研究が進められてい
る。 
 
放出量の推定においてはまず、大気拡散計算が不可欠である。これまで大気拡散計算に関し
ては、簡易拡散式、拡散風洞実験、数値モデルなどの方法で研究が行われてきた。文 02.04) 
特に古くから原子力分野で代表的に利用された簡易拡散式は正規型拡散式に基づくモデルで
あり、拡散パラメータ(拡散幅)として Pasquill-Gifford によって提案されたものがある。
Pasquill-Gifford 線図は大気安定度別に、放出源からの距離及び拡散幅を示したものである。
しかし、これは拡散幅及び正規型拡散式が平坦地の一様な気流場での拡散現象を対象としたも
のに限定されている。そのため、複雑な気流場、例えば複雑地形に建てられた発電所の拡散評
価においては必ずしも十分とは言えない。国内においては横山文 02.05)により、拡散実験から拡
散パラメータの推定する研究が行われた。そのほか、火力発電所排煙の大気拡散予測のため臨
海領域での拡散実験などがある文 02.02)。このような観測値に基づき、拡散幅を決める手法は現
在の環境影響評価（環境アセスメント）に多く用いられている。 
原子力発電所事故における放出量の推定(Source Term Estimation(STE))は事故後に対する緊
急時対応が目的であり、①放出源の位置(高さ・水平の位置)、②放出の開始及び終了時間(放
出変化の流れ)、③放出量、④放出物質の種類の 4 つを推定すべきである。この STE によく使
われる手法としては粒子拡散モデルを活用して、任意の時間変化に対応して測定点から時間に
遡って追跡する逆解析である文 02.03)。これは順解析手法より迅速に解が解ける特徴をもつ一方
で、乱流拡散効果を考慮できないため、乱流拡散効果が卓越する流れ場では正確に拡散源の特
定ができない。 
放出量推定技術は、市街地の CBRN テロ対策用に研究されており、原子力施設用に空間線量率
から推定する技術は、世界的にも研究例が少なく、現状ではまだ、有効な STE 技術が確立して
いない。RISO 研究所の Lauritzen ら文 02.07)は、カルマンフィルターを用いた放出量推定技術を
開発し、ベルギーの原子力施設で実施された Ar41の野外拡散実験で検証を行った。（図 2.1.1）
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この研究では、周辺数 100ｍ範囲で測定された空間線量率を利用して RISO研究所で開発された
拡散モデル(RIMPUFF)で推定した放出量から計算した空間線量率と実際に周辺数 100ｍ範囲で
測定された空間線量率を比較した結果、良い一致が確認された。（図 2.1.2） 
RIMPUFFコードの放出量推定技術は、複数の測定結果を利用して目的変数の最適推定値を求め
るカルマンフィルターを利用した位相空間モデルである。（図 2.1.3） 
この位相空間モデルは、空間線量率を決定する未知変数である相対放出量（Q/U）、放出高度（ｈ）
および風向（θ）を空間線量率の測定結果によりリアルタイムに最適推定する手法であり、そ
の予測精度は、ベルギーの Ar41野外拡散実験で確認した。この手法は、連続的な空間線量計
測値を用いているため、不連続的で、データ数が少ない観測値からは、精度良い放出量の推定
が困難である。（図 2.1.4） 
 本論文で検証した放出量推定手法は、観測データが不連続で、その個数が少ない場合でも、
観測データが存在する時刻については、放出量推定が可能であることが特徴である。 
図 2.1.1 ベルギーで実施された Ar41野外拡散実験の状況（1991年）文 02.07) 
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図 2.1.2 周辺で測定された結果と予測結果の比較文 02.07) 
図 2.1.3 カルマンフィルターを用いた放出量推定のための位相空間モデル文 02.07) 
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図 2.1.4 位相空間モデルを用いた放出量推定結果と実測結果の比較文 02.07) 
 
また、RISO が開発した遠距離拡散モデル（RIMPUFF）は、地球規模の気象データおよび実サイ
トの気象観測データを用いて、気流計算を行い、その結果から、拡散・被ばく計算を行うシス
テムであり、このモデルを用いた緊急時対応システム（ARGOS）は、欧州各国で、緊急時対応
システムとして運用されている。（図 2.1.5）しかしながら、この ARGOSシステムは、まだ、放
出量推定機能は整備されていない。 
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図 2.1.5 遠距離拡散被ばく評価システムの概要文 02.07) 
 
この RIMPUFFモデルを用いて福島原発事故再現計算を行った結果、航空機による地表空間線量
率測定結果と良い整合が見られた。（図 2.1.6） 
図 2.1.6 RIMPUFFコード計算結果と航空機観測結果の比較文 02.07) 
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2.2 長期被ばく線量推定に関わる既往研究 
有害危険物質を扱う施設で爆発事故等が生じると、危険物質は風により輸送・拡散され地面
に沈着し、表土を汚染させたり、また再飛散現象が起こり、人体に悪影響を与える可能性が高
いため長期的な影響評価が必要である。特に、原子力発電所のような放射性物質を扱うところ
で爆発事故が起きると大気に拡散された放射性物質が広域に沈着される。沈着された放射性物
質の核種によっては数日から数十年間にわたり汚染地域に存在し、その周辺の住民に健康被害
を及ぼすため長期にわたる被ばく線量の評価が必要である。 
IAEA 報告書(2006) 文 02.13)によると、1986 年 4月 26 日にチェルノブイリ原子力発電所 4号炉
から爆発事故がおき、放射性物質が 10 日間放出され大気を汚染し、それらはブルームになり
EU の広域に広がったと報告されている。(図 2.2.1、図 2.2.2)チェルノブイリ原子力発電所周
辺数 10kmの範囲は、事故後 25年が経過した現在も居住が制限されている。 
 
図 2.2.1 チェルノブイリ事故後の EU全域へと広かった放射性物質文 02.13) 
(1986年 4月 26日～5月 4日の計算結果) 
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図 2.2.2 チェルノブイリ事故後の EUの表面汚染(137Cs) 文 02.13) 
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当時、脅威を与える放射性物質として大量に放出された核種は 131I と 137Cs が代表的であり、
131Iの場合半減期が 8日間であるが、137Csは約 30年間である。(表 2.2.1)  
 
表 2.2.1 チェルノブイリ事故で放出された核種とその半減期文 02.13) 
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また、チェルノブイリ事故後放出された大量の放射性物質は降雨沈着現象が原因となり、高
汚染濃度(hot spot)が観測された(図 2.2.3)。放射性物質の汚染分布は、放出時期の気象条件
に影響されるため、図 2.2.4に示すように放射性の核種によっては多少の差異が出る。 
図 2.2.3 原発事故後のチェルノブイリ周辺で観測された 
降雨量(mm/h)と 137Csの沈着量の分布文 02.13) 
図 2.2.4 放射性核種別の広域汚染分布文 02.13) 
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放射性物質の沈着の多くは農地(e.g.土の表面)、森林(e.g.木の葉)、あるいは都市空間(e.g.
建物の屋根)であった。特に都市においては市街地被服状況・建物の部位などによって大きく
違う傾向が観測値からみられた。 
 
図 2.2.5 チェルノブイリ事故後の都市空間で観測された汚染分布(137Cs) 文 02.13) 
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また、土壌の場合、時間が経つと表土の粒子がだんだん奥へと入り込んでいくため、汚染濃度
は時間変化とともに変化していくことが確認された。(図 2.2.6) 
図 2.2.6 地面からの深さによる土壌汚染濃度の変化文 02.13) 
 
これらのほかにも、農地・森林・水環境において長期にわたり汚染が続いたと報告されている。 
 
上記で言及した背景の中、長期被ばくを評価するために EU では、チェルノブイリ事故後 137Cs
の長期的な観測データに基づいた長期被ばく評価コード(ERMIN)を開発した。長期被ばく線量
においては放射性物質核種がもつ半減期の他に、降雨洗浄現象（Weathering factor）、再飛散
によって大きく影響される。国内には、このような長期被ばく評価コードがないため、本論文
では、この ERMINコードに、福島地域の土地利用情報および土地汚染情報を入力して、長期被
ばく計算を可能とした。 
 
また、外部被ばく量の計算を行う際に大きく影響するのが沈着速度であり、内部被ばく量の計
算の場合は再飛散係数が重要な要素である。EU では長期間にわたり放射線量の測定が行われ、
その結果が Andersson ら文 02.10), 文 02.11) , 文 02.12)により、再飛散係数及び Weathering 係数として
定式化された。 
また、原子力分野での沈着速度は、空気中にある放射性物質が地表面などに付着する割合のこ
とで、日本の緊急時被ばく評価システム(SPEEDI)および米国の事故時被ばく評価コード
(RASCAL、MACCS２)などの計算結果に影響する重要なパラメータである。米国原子力規制委員
会(以下、NRC)では、NUREG/CR-7161でこれらの計算パラメータの不確定性に関して、定量評価
を行っている(図 2.2.7)。文 02.08)図中の A~Hは、世界各国の有識者が NRCに提案した沈着速度の
確率分布であり、RSM は、NRCが設定した推奨値である。 
 
国内においては、東京電力福島原子力発電所事故後、北ら文 02.14)によって大気中への再飛散等
による放射性セシウムの移行状況調査が行われ、福島地域で大気中の放射性セシウムによる放
射能濃度、放射性セシウム沈着フラックス及びエアロゾル濃度等の測定を実施された。しかし
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ながら、再飛散係数および沈着速度の解析結果は、まだ、公開されていない。本論文では、福
島市および東海村で観測されたデータを用いて、再飛散係数および沈着速度の解析を行い、
ERMINコードおよび NUREG/CR-7161で推奨されている数値との比較検討を行った。 
 
図 2.2.7 米国 NUREG/CR-7161の沈着速度確率分布文 02.08) 
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2.3 まとめ 
放出量推定技術は、市街地の CBRN テロ対策用に研究されており、原子力施設用に空間線量率
から推定する技術は、世界的にも研究例が少なく、現状ではまだ、有効な STE 技術が確立して
いない。放出量推定手法は、テロ発生時の放出位置および放出量を推定するために、各国で研
究開発されているが、現在の放出量推定手法は、単位放出量で計算した放射線量率計算結果と
観測結果の比で放出量を補正する方法であるため、福島原発事故のように、気象条件および放
出条件が時間変化するときの放出量は推定困難である。 
RISO 研究所の Lauritzen ら文 02.07)のカルマンフィルターを用いた放出量推定技術は複数の測定
結果を利用して目的変数の最適推定値を求めるカルマンフィルターを利用した位相空間モデ
ルである。この手法は、連続的な空間線量計測値を用いているため、不連続的で、データ数が
少ない観測値からは、精度良い放出量の推定が困難である。本研究の放出量推定手法は、不連
続かつ非定常な観測データにも適用可能な放出量推定手法であり、国際的にも実施例のない独
創的な手法である。 
 
EU ではチェルノブイリ事故後 137Cs の長期的な観測データに基づいた長期被ばく評価コード
(ERMIN)を開発した文 02.11)。また、Anderssonら文 02.10), 文 02.12)により、再飛散係数及び Weathering
係数として定式化されている。しかし、ERMINは EUの市街地を対象に開発されたものであるた
め、気候をはじめ環境的な要素が異なる日本で適用するためには、再飛散係数及び Weathering
係数の確認する必要がある。このため、本論文では、福島事故の観測データから、再飛散係数
及び Weathering係数の解析を行い、ERMINコードの福島事故への適用性を検証した。 
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  ▌ 第 03 章 まえがき  
 
▼▼ 
前章（2章）では、原子力発電所緊急時対応という課題に向け、放出量推定に関
わる既往研究及び長期被ばく線量推定に関わる既往研究と本論文の新規性につい
て述べた。 
 
本章（3章）から 4章にかけては、本研究の第 1段階として原発事故後の初期対
応に必要な放出量推定手法(STE)について述べる。この放出量推定手法(STE)は、
原子力発電所事故時の緊急時放射線影響予測のための、早期の放出量推定手法の
実現するともに東京電力福島第一原子力発電所事故のような排出量計測が難しい
建屋放出に適用可能な放出量推定手法の実用化を目指し、操作性・高速性・汎用
性のある放出量推定手法の検証が最終目標である。 
 
本章では、原発事故後の初期対応に必要な放出量推定手法(STE)の概要について
記述する。 
  
3.1 節では放出量推定手法の概要、3.2 節では放出量推定手法の基礎理論、3.3
節では放出量推定手法の計算、3.4節結びとして本章の内容をまとめる。 
▲▲ 
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第 3 章 原発事故後の初期対応に必要な放出量推定手法(STE) 
 
2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震の影響により、福島第一原子力発電所か
ら放射性物質が、漏えい・拡散した(図 3.1.1)。この事故では、建屋ならびに原子炉格納容器
の損壊という「過酷事故」のため、建屋から放出された放射性物質の量が不明であったことや、
電源喪失で周辺の放射線観測データが不足したため、緊急時迅速放射能影響予測ネットワーク
システム（SPEEDI）による放射線強度の計算結果を避難計画の策定に活用することが出来なか
った。また、降雨沈着などによって、地面に付着した放射性物質からの放射線（Ground-shine）
が増加したため、本来、空間の放射性物質に起因する放射線量（Cloud-shine）からの放出量
推定を困難にした。このため原子力関連施設での過酷事故被ばく評価における放出源強度の推
定手法の確立が求められている。 
 
 
 
 
図 3.1.1 放出量推定手法(STE)に必要な各種現象の説明 
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3.1 放出量推定手法の概要 
本研究の放出量推定手法は、観測データに基づいて、大気拡散物質の放出源強度を推定する
こと（逆解析）を目的とする。本研究で用いる逆解析手法は、単位放出源強度に基づく拡散シ
ミュレーション結果から観測地点の大気拡散物質濃度の伝達係数を評価し、この伝達係数と観
測値の残差を最小とする計算手法から放出源強度を求めるものである文 03.01), 文 03.02) , 文 03.03) , 文
03.05)。当然のことながら伝達係数の信頼性は、拡散シミュレーション・モデルの精度に大きく
依存する。逆解析に用いる観測値は、放出源の近傍のみならず、遠隔の地点のものなど様々な
地点の観測値が利用可能であるが、対応する拡散シミュレーションの精度は一般に放出源から
の距離が大きくなるほど低下し、逆解析の信頼性も低下することが予測される。一般に広域（数
10km範囲）での気象モデル（W-SPEEDI、WRFほか）に基づく拡散シミュレーションは、広域の
大気拡散を対象とするため空間解像が粗く、発電所近傍（数 km）の観測データに基づく逆解析
に利用するには問題がある文 03.06),文 03.13), 文 03.14)。 
 
本論文では、実用的な放出源強度推定手法を目標として、放出源近傍の狭域観測データを使用
し、拡散シミュレーションとして、厳格な技術基準の下で実施された風洞拡散実験データを正
規拡散式で近似する拡散モデルを用い、これらの検証計算を行った。検証計算については次章
の 4章で記述する。 
 
本研究で対象とする主要な観測データは、放射線（主に γ 線）量である。そのため本論文で
は、まずは空間放射線量の観測値に基づく逆解析を検討対象とする。空間の放射線量は空間に
分布する放射性物質から放射される放射線の積分量であるため、線量分布予測は放射性物質の
空間濃度分布性状を必要とする。そのため本論文では、風洞実験データ（地表面濃度）から空
間物質濃度を正規拡散式で近似した拡散モデルを使用した。ここでは、この正規拡散式で近似
した拡散モデルに基づく逆解析を、元となる風洞拡散実験データで検証した結果を示す。放出
源強度の推定は、気象現象の推移、放出過程とも非定常を対象とするが、放出源近傍の狭域を
検討対象とするため、観測時間間隔（約１時間）内の気象変化、放出量変化を無視する「準定
常」を仮定して行っている。 
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3.2 放出量推定手法の概要 
迅速かつ信頼性の高い放射能影響予測を行うには、信頼性の高い数値気象・拡散モデル計算
の開発のみならず、今回の事故で有用性が確認された航空機による放射線観測データ（空間放
射線量）および発電所近傍の放射線観測データを用いて、拡散モデル計算の逆解析による迅速
な放出源強度の推定手法が必要である。しかし、従来の WRF/Chemや SPEEDI などの数値気象・
拡散モデル計算文 03.06),は、大型計算機で多大な計算時間が必要である。また数 100km にわたる
広域を対象とするため、空間解像度が粗く、狭域(10km以内)の地形および建物影響を再現する
ことが困難であり、図 3.2.1に示すような発電所周辺の固定観測点（福島第一原子力発電所周
辺の例）データの利用が困難である。本論文では、まずは迅速な放出量推定行うことを優先し、
全国の原子力発電所に関して実施済みの原子力安全審査用拡散風洞実験データに基づく正規
拡散式と狭域の観測値データを用いた逆解析による放出量推定手法を用いて、その精度検証
（Validation）を行った。 
 
出典)  Atmospheric discharge and dispersion of radionuclides during the Fukushima Dai-ichi nuclear power plant 
accident -Part.1 Source term estimation and local-scale atmospheric dispersion in early phase of the accident 
図 3.2.1 福島原子力発電所周辺モニタリングポストサイトマップ文 03.06), 
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本論文で検証した手法は、表 3.2.1に示すように、広域観測データを利用する気象モデルに
基づく既存の放出量推定技術と比較して、次のような特徴がある。 
①拡散風洞実験データの近似式を拡散計算に用いるので、狭域の地形および建物の影響を高
精度で再現することが可能である。 
②気象条件（風向：16ケース×大気安定度：6 ケース＝96ケース）毎の拡散計算結果（伝達
係数）をデータベース化しておくため、通常の PC を用いて、数分以内に放出量推定計算が可
能である。 
なお、本研究で使用したプログラムは、準定常を仮定する正規拡散式を用いた拡散計算結果
のみならず、原子力機構が開発し、公開している WSPEEDI コード文 03.13), 文 03.14)ほかの拡散計算
数値モデルを使用して、これらのコードの計算結果（濃度、沈着量、放射線量）と広域観測デ
ータを比較して放出量推定を行う機能も有している。風洞実験データは濃度値であるが、本手
法は、この濃度データに基づき修正した正規拡散式を用いて空間線量および沈着量を評価可能
としているので、観測データの種類（濃度、沈着量、放射線量のいずれか）に制限はない。 
 
表 3.2.1 既存の広域観測データを利用した放出量推定技術と本研究で開発した技術の比較 
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3.3 放出量推定手法の計算 
図 3.3.1に、W-SPEEDIほかの物理モデル利用を想定した一般的な放出量推定手法の計算フロ
ーを示す。この図に示すように、放出量推定（STE: Source Term Estimation）手法は、物理
モデル（W-SPEEDI、正規拡散式ほか）で、矩形波的に単位放出量(=1.0)を仮定して、実気象・
拡散再現計算を行った伝達係数計算結果（濃度、沈着量、放射線量）に放出量を乗じて算出さ
れる推定値と観測結果を相互比較して、両者の残差が最少となるように、放出量を算出する。 
この実気象・拡散再現計算では、図 3.3.1 の右端に示すような不確定要因（Uncertainty）が
含まれており、①濃度、②沈着量、③放射線量の順に、その誤差要因が蓄積され、増大する。 
このため、①濃度および②沈着量の計算結果と観測結果から放出量を推定する方が望ましいが、
これら①、②の観測データの分析整理には、一般に１日程度の時間が必要であるため、観測デ
ータ数が限定される。 
一方、③放射線量の観測は、空間線量計などを用いて、リアルタイムに多数点で行うことが可
能であり、航空機および自動車などを用いた移動観測は、この観測方法が主体である。 
ただし、③放射線量の観測データは、図 3.3.2に示すように、地表に沈着した放射性物質に起
因する地表沈着放射能（Ground-shine）および空気中に拡散している放射性物質に起因する空
気中放射能（Cloud-shine）の合算値として観測されるため、その時刻の放出量推定計算では、
観測値から Cloud–shineを抽出する必要がある。 
このため、本研究では、フィルタリング信号処理技術を用いて、自動的に Cloud-shineを抽出
する技術を利用している(図 3.3.2)文 03.07)。これの内容については付録に記載する。 
 
 
 
図 3.3.1 W-SPEEDI、正規拡散式ほかの物理モデル利用を想定した 
放出量推定手法（STE）の計算フロー 
観測データ 物理モデル（WSPEEDI) 不確定性（Uncertainty）
空気中濃度データ
放射線量データ
1)Cloud-shine
2)Ground-shine
3)Sky-shine
気象モデル気象データ
(風向、風速、降雨量)
拡散モデル
土壌中濃度データ 地表沈着モデル
被ばくモデル
•乱流拡散係数
•沈着速度
•粒子径
•核種組成
•再飛散係数
•気象データの信頼性
短時間で測定および放出量推定が可能なケース
（STE: Source Term Estimation）
STE①
STE③
単位放出量仮定
STE②
5
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図 3.3.2 地表沈着物質からの放射線影響を除去した空間線量測定方法の概要文 03.07) 
 
本放出量推定手法の具体的な計算式は以下に示す。 
ここでは、連続放出を想定して（瞬間放出はその一部）、各時刻の放出量を観測値から推定す
る方法を説明する。 
 
放出位置 ),,( iii zyx  、放出時刻 it における放出量 iq とする。 
観測位置 ),,( kkk zyx 、観測時刻 kt とするときに、i と k との間の影響係数を ki とかく。 
ki は、時刻 i に単位強度で放出された物質による観測位置 ),,( kkk zyx 、観測時刻 kt の濃度
である。 
 
観測位置 ),,( kkk zyx ・観測時刻 )( kt の計算値を kF 、観測値を kf とし、両者の残差ノルムπ
を次式で定義する。 
    
N
k
kk fF
2
     式(3.3.1) 
 
ここに、粒子法による計算値は次式で表される。 
       
M
i
iikikikikk qttzzyyxxF ),,,( 式(3.3.2) 
(2.1-2)式を(2.1-1)式に代入すると、次式となる。このπを最小にするように iq を決める。 
     Mi
q
fq
i
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



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 

  式(3.3.3)     
   Mifq
N
k
kki
N
k
M
j
jkjki ,,,,2,1,      式(3.3.4) 
 
 
式(3.3.4)の連立方程式から各時刻の放出量 iq が得られる。 
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瞬間放出の場合は )1(0  iki より、式(3.3.4)は次式となる。 
      
k
k
k
kk fq
2
111 /     式(3.3.5) 
 
式(3.3.4)が解を持つ為には、通常 M＜Nすなわち観測点数(時刻も含めて)が決めるべき時刻数
Mよりも大きくなければならない。もし、M＞Nの場合は適当な時刻 it に対して、 1 ii ttt 間
の放出量変化を例えば線形補間で近似し、 
 
        )/()()( 111 iiiiiit ttqttqttq     式(3.3.6) 
 
 iq を未知量として(3.3.3)式のπを表すと次式を得る。 
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以下(3.3.4)式と、同様の iq に関する連立方程式が得られる。 
     Mifq
N
k
kki
N
k
M
j
jkjki ,,,,2,1,
~~~
     式(3.3.8) 
 
    M=1の場合（瞬間放出）の場合は式(3.3.3)において となり、式(3.3.5)に一致する。 
 
計算手順 
1）時刻 における位置 への各時刻 i の影響係数 を求める。（これは通常の拡散計算で放出強
度を１としたものに相当） 
2）式(3.3.4)から放出量を求める。 
 
実際の計算では、各放出時刻において単位放出による拡散モデル(W-SPEEDI、正規拡散式ほ
か)で大気拡散計算を行い、各観測時刻の伝達係数を算出し、この伝達係数を用いて算出され
る濃度もしくは沈着量もしくは放射線量の計算結果と観測結果を比較し、両者の残差が最小と
なるよう放出量を算定する。即ち、残差法に基づく式(3.3.9)から導かれる連立方程式を解く
ことにより、各時刻の放出量が算出される。 
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
    式(3.3.9)    
ijC ' ：観測時刻及び地点 jに対する放出時刻 iの伝達係数、 
jC ：観測値、 iQ ：放出時刻 iの放出量、 
N ：観測時刻及び地点数、 M ：放出時間分割数 
 
広域気象モデル（W-SPEEDI ほか）の利用を想定した計算フローを図 3.3.3 に示す。 
計算手順は、次のとおりである。 
 
 
 
図 3.3.3 放出量推定手法の計算フロー 
 
①一定放出量を仮定して、一定時間間隔（数時間）で i＝１～M のそれぞれの i に対して、一
定量の物質（Q(i)=1.0）を放出し、非定常な気象条件で、大気拡散計算を行う。 
②j 個の観測データ（観測地点×観測時刻数）について、各放出時刻別（i)の伝達係数行列 C'ij
を計算する。 
③すべての iと jにおける観測値(Cj)と伝達係数C'ij×放出量Q(i)の残差合計が最小となるように、
最小２乗法により時刻別放出量(Q(i))を計算する。 
 
本研究では、発電所周辺の狭域（数 km）観測データ主体の利用を前提として、図 3.3.4 に示す
ような風洞実験結果を用いた放出源強度推定手法も使用している。 
時刻別単位放出量（m個）
Ｑ(i)：[0，1.0，0,－－－，0）]
伝達係数行列
Mij:（Transfer 
Coefficient Matrix)
影響因子
（気象時間変化)
放出時刻別計算値への寄与
C(j)=Σ[C1’,C2’,----Cm‘]
経過時間
放出量：Qi
経過時間
計算値（濃度、放射線量、
沈着量）：C‘ｊ
基礎式（線形連立方程式）
C’(j)＝Mij×Q(i)
Q(i)=1.0→Mij=C’(j)
観測値：Cj
観測値と計算値の誤差（π）最小化計算
π = Σ｛Mij×Q(i)ーCj｝2
放出量推定:  Qi
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図 3.3.4 発電所周辺の狭域（数 km）観測データ主体の利用を 
前提とした新たな放出量推定手法 
 
この手法は、風洞実験結果から予め伝達係数行列を計算しておくことが可能であるので、観測
値が得られれば、放出量に関する連立多元方程式を解くだけであるので、通常の PC を用いて
も、数分間で放出量推定が可能である。 
ただし、この手法は、気象条件（風向、風速）及び放出源放出強度が一定であることを仮定と
しており（準定常仮定）、利用できる観測点の範囲は数 km程度の狭域に限定される。 
なお、濃度に関する伝達係数 C'ij は放出源と観測点の距離とその間の平均風速による移流に
よる時間遅れを考慮すべきであるが、狭域では移流時間が短いので、移流による時間遅れは無
視できる（i時点での放出源の観測点に対する影響は i時点のみ）と仮定している。 
伝達係数 C'ijは、風洞実験に対応し 16方位の風向別に求める。C'ijに対する風速の影響は拡
散物質の空間濃度が風速変化に対して相似、すなわち風速に反比例する。（実際の計算では濃
度は風速などで無次元化した無次元濃度を用い、伝達係数もこの無次元濃度に対応させるため
風速変化の効果は陽に計算されない）。 
沈着量、空間線量に対する伝達係数 C'ijも同様の扱いとなる。（実際の計算で降雨により、湿
性沈着が増える場合、濃度だけでなく沈着を考慮した伝達係数求め、湿性沈着の影響は考慮す
る）。 
従来の広域気象モデルと広域観測データに基づく放出量推定手法と、本研究で使用した風洞実
験近似式と狭域観測データに基づく放出量推定手法の比較を図 3.3.5に示す。 
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図 3.3.5 放出量推定システムの比較 
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3.4 まとめ 
本章では、原発事故後の初期対応に必要な放出量推定手法(STE)の概要について述べた。 
 
本研究では、実用的な放出量推定手法（即応解析手法）として、原子力発電所周辺の狭域観測
データと風洞実験データの正規拡散近似式を用いる手法を使用する。 
次章の 4 章では、ここで説明した放出量推定手法(STE)で拡散風洞実験データ近似式を用いた
検証計算を行い、放出量推定結果の不確定性とその低減対策について述べる。また、MOL 試験
炉で行われた野外拡散実験データを用いた検証計算結果及び、東京電力福島第一原子力発電所
事故を対象とした放出量推定計算を行いそれらの結果について考察する。 
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  ▌ 第 04 章 まえがき  
 
▼▼ 
前章（3 章）では原発事故後の初期対応に必要な放出量推定手法(STE)の基礎理
論及び、放出量推定手法(STE)の概要について述べた。 
 
本章（4章）では，「原発事故後の初期対応に必要な放出量推定手法(STE)」を検
証するため、拡散風洞実験データ近似式を用いた検証計算並びに野外拡散実験デ
ータを用いた検証計算を行いその妥当性について述べる。また東京電力福島第一
原子力発電所事故を対象とした放出量推定計算を行い、日本原子力研究開発機構
の放出量推定計算結果と比較した結果について記述する。 
 
4.1節では風洞実験データ近似式を用いた検証計算、4.2節では野外拡散実験デ
ータを用いた検証計算、4.3節では東京電力福島原子力発電所事故を対象とした放
出量推定計算結果、４.4節では結びとして本章の内容をまとめる。 
▲▲ 
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第 4 章 放出量推定手法の検証 
 
4.1 風洞実験データ近似式を用いた検証計算 
日本では、すべての原子力発電所において、建設前に、安全審査用拡散風洞実験が実施され
ており、この風洞実験では、図 4.1.1 に示すように、発電所構内の建物および周辺 5～10ｋｍ
範囲の地形を、高精度で再現した縮尺模型を用いて、建物および地形が放出ガスの拡散に及ぼ
す影響が精度良く再現されている。文 04.09)野外と等価な乱流強度を再現した拡散風洞実験では、
相似則である乱流レイノルズ数および無次元化濃度（U*C*２/Q）が、風速および模型縮尺に依
存しないことが、理論的および実験的に確認されている文 04.09)。この考え方に基づいて、40 年
以上前から、原子力発電所の安全審査では、拡散風洞実験で測定した濃度分布から求まる放出
源有効高さを用いて、年間 8760 時間の気象条件（風向、風速、大気安定度）について被ばく
線量計算が実施されてきた文 04.10)。 
 
 
 
 
図 4.1.1 原子力発電所の安全審査用風洞実験例（日本原子力発電東海第二発電所） 
 
原子力発電所近傍の観測データは、濃度ではなく、空間線量率であるので、風洞実験データ
（濃度）から伝達係数を求めることは出来ない。このため、本論文では、風洞実験結果を近似
する正規拡散式を利用することとし、この拡散パラメータ（有効高さ：He,拡散幅：σy,t、σ
z,t）を調整して、風洞実験データ（濃度分布）を、近似する計算式（He・σモデル）を用い
て、空間の濃度分布から空間線量率の伝達係数を計算して放出量推定計算を行う手法を開発し
た。この近似計算式の概要と風洞実験結果との比較例を、図 4.1.2に示す文 04.10)。 
風洞実験から求めた有効高さ(He)を用いて、正規拡散式で計算した濃度分布は、筑波山野外拡
散実験結果の濃度分布と整合することが確認されている文 04.11)。 
風洞実験データによる検証計算では、観測値に東海第二原発の風洞実験データを、伝達係数に
は風洞実験データを近似するように、次の補正を行った正規拡散式 4.1.1（風洞近似式）を用
いた文 04.12)。風洞実験と正規拡散式は単位放出(Qi=1.0)であるため、放出量推定を行った際に、
放出量推定値の真値は Qi=1.0である。 
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図 4.1.2 東海第二風洞実験データを近似する正規拡散式 
 
図 4.1.3 に東海第二風洞実験（平坦地形、沸騰水型原子炉 BWR）における濃度コンター及び観
測点の配置を示す。風向は Nとし、観測点は横風方向 1480～1080(m)の 23列、風下方向 400～
10000 (m)の 20行、全 460点を用いた。 
東海第二発電所は平坦地であるので、濃度コンターは正規分布に近い左右対称形となっている。 
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 式（4.1.１） 
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図 4.1.3 東海第二風洞実験における濃度コンター及び観測点の配置文 04.12) 
 
風洞実験データ近似式を用いた検証計算は、最初に、風洞実験データを観測値とし、風洞実験
データ近似式の濃度分布計算結果を伝達係数として、放出量推定計算を行った。 
風洞実験による観測値と風洞近似式による推定濃度分布の誤差評価は FAC2 で行い、FAC2 文
04.20), 文 04.21)は式 4.1.2 で定義され、拡散モデルの濃度再現精度の指標として用いられる。 
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n：全観測点数、Obs：観測値、Cal ：計算値 
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N
正規化濃度(×10⁻⁶)
-2000
-1500
-1000
-500
0
500
1000
0 2000 4000 6000 8000 10000
 
原子力発電所事故時の放出量推定手法および長期被ばく線量推定の検証に関する研究 ▌▌ 
 
[第 4 章 放出量推定手法の検証] 
 
04-4 
図4.1.4に、横風方向濃度分布を示す。風洞実験による観測値と風洞近似式による  
伝達係数はほぼ一致しているので、この近似式を用いた場合、放出量Qi=0.97となり、 
本手法の物理的妥当性が確認された。  
図 4.1.5 に、風洞実験を近似する補正を行わない正規拡散式（伝達係数）、観測値（風洞実験
データ）および推定放出量を用いた場合の計算値に関する横風方向濃度分布を示す。風洞実験
データによる観測値と正規拡散式による伝達係数は、差異が見られる。これらを用いて放出量
推定を行う。有効高さ、拡散幅の補正を行わない正規拡散式の場合は、放出量 Qi=1.22となり、
放出量推定精度が低下することが分かった。 
 
 
 
 
図 4.1.4 風洞近似式を用いた場合の横風方向濃度分布 
 
 
 
 
図 4.1.5 正規拡散式を用いた場合の横風方向濃度分布 
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4.1.1 風向変化による不確定性の評価 
放出量推定結果に影響する主要な不確定性（Uncertainty）としては、風向測定誤差、大気
安定度測定誤差、放出高さ推定誤差、拡散モデル計算誤差、観測データ測定誤差、核種組成比
や放射性汚染物質の沈着及び移行過程などの影響因子が考えられる。ここではまず、多数存在
する不確定性の中でも特に可能性の高い風向変化による不確定性を中心に検証してその低減
対策の検討を行ったのでそれについて述べる。 
風向変化による不確定性の考え方を、図 4.1.6に示す。気象観測データの風向は文 04.15) 
16方位に記録され、最大で 11.25°の誤差を含み得るため、放出量推定結果の精度が低下する
ことが考えられる。観測値に風向(N+11.25°)、伝達係数に風向 N の濃度分布を用い放出量推
定を行った。同時に、この不確定性を低減させる手法も検討した。図 4.1.7 に風向変化に起因
する不確定性の低減対策を示す。野外の拡散幅(σy)は、観測時間中の風向変動幅(σθ)に比
例し、観測時間が長くなるほど増加するため、濃度分布が平滑化され、風向変化に起因する不
確定性が低減され得る。風向変化による不確定性を低減させる対策として、観測値に風向
(N+11.25°)、伝達係数に風向 Nの濃度分布を用い、1時間平均値について放出量推定を行った。 
 
 
 
図 4.1.6 風向変化の可能性文 04.12) 
 
 
 
 
図 4.1.7 風向変化に起因する不確定性の低減 
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3 分間平均濃度値を用いた場合の横風方向の濃度分布を、図 4.1.8 に示す。風洞実験による観
測値と風洞近似式による伝達係数計算値は、分布形状は相似であるが、煙軸は一致していない。
これらを用いて放出量推定を行った結果、3 分間平均値を用いた場合、放出量推定結果は
Qi=0.03×真値、濃度分布計算値の推定誤差は FAC2=3％となり、推定精度が著しく低下した。 
 
 
 
 
図 4.1.8 風向変化に起因する不確定性の低減（3分間平均濃度） 
 
次に風向変化による不確定性の低減対策として、１時間平均濃度の観測値と計算値を用いて、
検証計算を行った。一時間平均濃度値を用いた場合の横風方向の濃度分布を、図 4.1.9に示す。
風洞実験による観測値と風洞近似式による伝達係数の相対誤差は減少している。この結果、風
向変化が存在する場合も、一時間平均濃度値を用いれば、Qi=0.78×真値、FAC2=62％となり、
放出量推定精度が改善されることが分かった。 
 
 
 
 
図 4.1.9 風向変化に起因する不確定性の低減（１時間平均濃度） 
 
 
 
 
0.00E+00
5.00E-06
1.00E-05
1.50E-05
2.00E-05
2.50E-05
-1700 -1200 -700 -200 300 800 1300
U
C
/Q
(m
-2
)
横風方向距離(m )
観測値
伝達係数
計算値
0.00E+00
5.00E-06
1.00E-05
1.50E-05
2.00E-05
2.50E-05
-1700 -700 300 1300
U
C
/Q
(m
-2
)
横風方向距離(m )
観測値
伝達係数
計算値
 
 ▌▌原子力発電所事故時の放出量推定手法および長期被ばく線量推定の検証に関する研究 
 
 
[第 4 章 放出量推定手法の検証] 
 
0４-7 
4.1.2 地形偏流による不確定性の評価 
東海第二発電所の場合、比較的に平坦な地形に位置しているため、地形の影響に受けた偏流
を顧慮する必要はなかった。しかし、多くの発電所が平坦地に位置しているとは限らなく、複
雑な地形に位置する発電所の場合は、上空風よりは地形に影響された下層偏流の影響が顕著に
表される。ここでは、複雑地形に建設された敦賀原子力発電所の例を挙げて、偏流の影響を受
けた場合の放出量推定精度の低減及び偏流の影響があった場合の改善対策について述べる。 
図 4.1.10に敦賀風洞実験における濃度コンターを示す文 04.22)。 
東海第二発電所の検証計算と同じく、観測値には敦賀原子力発電所風洞実験結果の濃度データ
を、伝達係数には風洞実験データに合うように補正を行った正規拡散式 4.1.1（風洞近似式）
を用いた。また、放出量推定には 552点全点を用いる。 
図 4.1.10 敦賀風洞実験における濃度コンター文 04.22) 
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修正近似計算式による結果と風洞実験結果との比較を、図 4.1.11 に示す。 
 
図 4.1.11 敦賀発電所風洞実験データを近似する正規拡散式 
 
図 4.1.12に、偏流考慮のない風洞近似式（伝達係数）、観測値（風洞実験データ）および推定
放出量を用いた場合の計算値に関する横風方向濃度分布を示す。地形影響により偏流が生じ、
観測値と伝達係数は濃度ピークに大きなずれが生じている。放出量推定の結果は Q*=0.35 とな
り、FAC2=0.35となった。 
図 4.1.12 偏流考慮のない風洞近似式を用いた場合の横風方向濃度分布 
 
この放出量推定精度の低減を回避するために、風洞実験により得られる偏流距離を考慮して再
度放出量推定を行う。図 4.1.13に各風下距離における偏流距離を示す。 
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図 4.1.13 各風下距離における偏流距離 
 
図 4.1.14に、偏流考慮のある風洞近似式（伝達係数）、観測値（風洞実験データ）および推定
放出量を用いた場合の計算値に関する横風方向濃度分布を示す。観測地と伝達係数の濃度ピー
クが移行し、概ね一致している。放出量推定の結果は Q*=0.76 で、FAC2=0.81 と大幅に改善さ
れた。複雑地形において偏流の考慮が有効であることが確認された。 
 
 
 
 
 
放出源からの距離(m) ドリフト(m)
200 0
250 0
300 0
350 60
400 120
450 120
500 120
600 120
700 120
800 180
900 180
1000 260
1250 320
1500 340
1750 480
2000 560
2500 560
3000 560
4000 720
5000 640
6000 640
8000 480
10000 480
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図 4.1.14 偏流考慮のある風洞近似式を用いた場合の横風方向濃度分布 
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4.1.3 放出高さ推定誤差による不確実性評価 
事故時には排気塔高さからの放出に限らず、スタックの亀裂や原子炉建屋からの放出も十分に
考えられ、有効高さの推定誤差が内在し得る。図 4.1.15 に放出高さ別煙軸濃度分布の計算結
果と観測結果を示す。東海第二発電所の風洞近似式の有効高さを意図的に変更し、両者の伝達
係数を用いて、放出量推定を行うことで放出高さ推定誤差による不確実性を検討した。放出高
さの相違により風洞実験の濃度分布と大幅に相違するが、風下 200m 以遠では、拡散が十分に
進み、両者の濃度分布が近づいている。従って、放出高さ推定誤差がある場合（He=30m）でも、
風下距離 2000m 以遠の濃度を用いて放出量推定を行うことにより、放出量推定精度が 0.13 か
ら 0.49に向上することが分かった。 
 
図 4.1.15 放出高さ別煙軸濃度分布 
 
 
表 4.1.2 観測点別放出量推定結果 
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4.2 野外拡散実験データを用いた検証計算 
ベルギーの MOL 試験炉で、2001 年に実施された Ar41 野外拡散実験データを用いて、放出量
推定手法の検証計算を行った。本章ではその内容について述べる。 
 
4.2.1 ベルギーMOL 試験炉野外拡散実験の概要 
野外拡散実験概要を次に記載する文 04.14)。 
 
・実施機関：ベルギー原子力研究所（SCK）、デンマーク工科大学 RISO研究所（DTU） 
・実施場所：ベルギーMOL試験炉 
・実施期間：2001年 10月 4～5 
・放出条件：高度 60m の排気筒から、1.5×1011(Bq/hr)の Ar41を約１時間づつ４回、 
一定放出（図 4.2.1参照） 
・気象条件：各放出時間中は、風向、風速ともに、ほぼ一定 
・地形条件：周辺は、平坦地であるが、建物および樹木（約 10m高さ）あり 
（図 4.2.2参照） 
・測定方法：気象データ（風向、風速）を気象鉄塔（高度：8,24,48,69,78,114m）で測定、 
空間線量率を排気筒風下 500m付近で４点測定（図 4.2.3参照）および 
可視化白煙の空間濃度分布をレーザレーダで測定（図 4.2.4、図 4.2.5 参照） 
 
 
 
図 4.2.1 Ar41放出条件文 04.14) 
 
 ▌▌原子力発電所事故時の放出量推定手法および長期被ばく線量推定の検証に関する研究 
 
 
[第 4 章 放出量推定手法の検証] 
 
0４-13 
 
 
 
図 4.2.2 ベルギーMOL試験炉の野外拡散実験状況文 04.14) 
 
 
 
 
図 4.2.3 気象観測鉄塔文 04.14) 
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図 4.2.4 空間線量率測定点（B,A,C,D）：2001年 3月午前中の実験文 04.14) 
 
 
 
 
図 4.2.5 レーザーレーダによる空間断面濃度分布測定例文 04.14) 
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4.2.2 放出量推定検証計算結果 
ベルギーMOL試験炉の野外拡散実験領域を図 4.2.6 に示す。 
 
 
 
 
図 4.2.6 野外拡散実験領域の状況 
 
図 4.2.7 に線量率観測データ(Fluence rate:/m2/s)と放出量推定後の線量率再計算結果
(Radiation dose: μSv/hr)の比較を示す。観測値と計算結果は、単位系が異なるので、最大
値が等価であると仮定して、放出量を推定した。図 4.2.6の左側は、今回の気象／拡散計算に
よる線量率の出力を伝達係数として放出量を推定し、推定した放出量を使って観測地点におけ
る線量率を再計算した結果を観測データと比較したものである。16:00,17:00 の両時刻とも、
計算値と観測値の分布傾向は、グラフ上部に示す模式図のように分布形状に違いがある。つま
り、計算と観測では煙軸がずれていることがわかる。これは、気象／拡散計算による風向が実
際とずれていることに起因すると考えられる（16:00 で 9°、17:00 で 12°のずれ）。そこで、
同図右に示すように、計算と観測の間の風向のずれの角度の分だけ計算データを移動させると、
計算と観測の煙軸が近づき、放出量の推定精度が大幅に向上することが分かった。 
 
 
 
気象塔 
放出源 
B 
A 
C 
D 
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図 4.2.7 線量率観測データと放出量推定後の線量率再計算結果の比較 
 
図 4.2.8 に 基準化された放出率の比較を示す。風向のずれを考慮しない場合（今回の気象／
拡散計算の精度のままであれば）、１時間後（17:00）の誤差は-45%であり、さらに、風向のず
れを考慮すればその誤差は+25%となり、予測精度が向上することを確認できた。気象／拡散計
算の精度を向上する方法としては、気象観測データと計算結果を強制的に整合させる４次元同
化技術が有効である。 
 
 
 
 
図 4.2.8 基準化された放出率の比較 
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4.3 東京電力福島原子力発電所事故を対象とした放出量推定計算結果 
福島第一原発事故では、表 4.3.1に示すように、原子力機構（JAEA,日本文 04.06)、ローレンスリ
バモア国立研究所（LLNL、米国）文 04.18), Charnock,2010 および包括的核実験禁止条約機構（CTBTO、
ノルウエー他) 文 04.19)他が、それぞれ、異なる大気拡散計算手法で放出量推定計算を行い、公開
論文として発表している。 
放出量推定結果が報告されている。これらの推定結果は、異なる拡散モデルと観測データを用
いて実施されたものではあるが、総放出量がオーダとしては、ほぼ、近い値となっている。 
 
表 4.3.1 福島第一原発事故の放出量推定結果 
組織名 国名 総放出量（I-131）Bq  総放出量（Cs-137）Bq 
原子力機（Chino) 日本 1.2×1017 （3/11-4/10） 0.9×1016（3/11-4/10） 
LLNL（Sugiyama) 米国 7.4×1016 (3/11-3/16) 3.7×1015 (3/11-3/16) 
CTBTO（Stohl) ﾉﾙｳｴｰ他 - 3.7×1016（3/11-4/5） 
IRSN フランス 0.9×1017（3/11-3/22） 1.0×1016（3/11-3/22） 
 
本研究では、放出量推定手法の妥当性を確認するために、原子力機構が放出量推定計算に使用
した観測データ（表 4.3.2）の中で、信頼性の高い 3月 15日に東海村で観測されたヨウ素濃度
を用いて、放出量推定計算を行った。 
 
表 4.3.2 原子力機構が放出量推定計算に使用した観測データ 
 
 
 
lat lon
1 3/12 08:39-3/12 08:49 37 37.480423 141.000645
2 3/12 08:37-3/12 08:47 12 37.424684 141.011632
3 3/12 08:26-3/12 08:36 4.3 37.361959 141.003687
4 3/12 12:00-3/12 12:10 165 37.48886 140.969512
5 3/12 13:20-3/12 13:35 63 37.522116 140.980388
6 3/13 15:08-3/13 15:18 84 37.611869 140.956564
7 3/13 16:22-3/13 16:32 100 37.705213 140.861034
8 3/13 15:34-3/13 15:53 0.74 37.212145 140.999085
9 3/13 16:10-3/13 16:30 0.46 37.142543 140.996982
10 3/13 08:00-3/13 08:10 5.8 37.407699 140.97815
11 3/13 10:00-3/13 10:10 1.5 37.407699 140.97815
12 3/13 16:00-3/13 16:10 1.7 37.407699 140.97815
13 3/13 18:00-3/13 18:10 60 37.407699 140.97815
14 3/15 04:25-3/15 04:45 1260 36.461688 140.599422
世界測地系¹³¹
I(Bq/m^3)
No. Duration(JST)
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本研究では、狭域観測データ（発電所周辺の空間線量率）と正規拡散式を用いて、短時間で放
出量を推定する手法を開発した。この方法で、推定計算した福島事故の放出量推定結果を図
4.3.1に示す。放出量推定計算結果は、原子力機構が広域観測データと気象モデル（W-SPEEDI）
を用いて推定した結果とほぼ、等価な数値（3 月 15 日の最大値：10１５Bq/hr）となった。3 月
15日以外の放出量推定値は、原子力機構の結果と１桁以上の差異があるが、この原因は、原子
力機構が発電所周辺よりも遠距離（50～200km）の観測値で推定を行ったためと考えられる。
また、3月 14日については、発電所周辺の観測データが不足していているため、正規拡散式に
よる放出量推定は行っていない。 
福島事故では、常設の固定観測データが利用できなかったため、東京電力のモニタリングカ
ーを風向に応じて配置して、観測したデータが図 4.3.2のように公開されており、この観測デ
ータを用いて、今回の放出量推定計算を行った。この計算条件は、次のとおりである。 
 
・濃度計算 : 正規拡散式 (1時間平均濃度) 
・放射線量計算 : 正規拡散により得られた濃度の空間積分(GAMPUL code)  
・放射線量観測値 : 東京電力が取得した観測値からクラウドシャインのみを取り出した 
線量率 
・推定実施時刻: 2011年 3月 15日午前 
 
 
 
 
図 4.3.1 W－SPEEDIおよび本研究の放出量推定結果 
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図 4.3.2 福島第一原子力発電所で観測された空間線量率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
原子力発電所事故時の放出量推定手法および長期被ばく線量推定の検証に関する研究 ▌▌ 
 
[第 4 章 放出量推定手法の検証] 
 
04-20 
4.4 まとめ 
本章では言及した「原発事故後の初期対応に必要な放出量推定手法(STE)」の検証について
記述した。まずは、拡散風洞実験データ近似式を用いた検証計算を行った結果について述べた。
特に風向変化・地形偏流による不確定性に評価を行った。次に 2011 年ベルギーの MOL 試験炉
で行われた野外拡散実験データを用いた検証計算結果について考察した。最後に、東京電力福
島原子力発電所事故を対象とした放出量推定計算を行い、日本原子力研究開発機構の放出量推
定計算結果と比較した結果について述べた。 
 
本研究結果から、次のことが分かった。 
1) この手法の不確定性を検証する計算を行い、風向変動に起因する放出量推定精度低下を改 
善する対策として、１時間平均観測データを用いることにより、精度改善が図れることを
確認した。 
2) ベルギーMOL試験炉で実施された Ar41野外拡散実験データを用いて、放出量推定計算を行 
った結果、現地の空間放射線観測データ（Fluence rate）をファクター２（±50%）程度の
精度で予測可能であることを確認した。 
3) 福島第一原発事故で観測された空気中濃度データを用いて、正規拡散式で放出量推定計算
を行った結果は、原子力機構ほかが推定している数値と、ほぼ等価な値となった 
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第 05 章 
  原発事故後の中・長期状況に対応する評価 
：長期被ばく線量の推定手法(ERMIN) 
 
 
 
 
 
  ▌ 第 05 章 まえがき  
 
▼▼ 
前章（4 章）では「原発事故後の初期対応に必要な放出量推定手法(STE)」の検
証として、拡散風洞実験データ近似式を用いた検証計算並びに野外拡散実験デー
タを用いた検証計算を行い、その不確定性を定量的に評価した。また東京電力福
島第一原子力発電所事故を対象とした放出量推定計算を行い、日本原子力研究開
発機構の放出量推定計算結果と比較した結果、ほぼ等価なオーダであることを確
認した。 
 
本章（5 章）では，「原発事故後の中・長期対応に必要な長期被ばく線量の推定
手法(ERMIN)」の検証について記述する。原発事故後の長期被ばくの線量評価と
いう課題に対して、ヨーロッパで開発された事故後長期被ばく線量評価コード
(ERMIN)について述べる。また、この長期被ばく評価コードを東京電力福島第一
原子力発電所事故へ適用するため、東京電力福島第一原子力発電所事故後の観測
データの解析を行い、チェルノブイリ事故後、欧州で観測された沈着速度及び再
飛散係数の比較検討した結果について述べる。最後に、東京電力福島第一原子力
発電事故後の長期被ばく検証計算を行い ERMIN コードが東京電力福島第一原子
力発電所事故への適用可能であることを確認した結果について述べる。 
 
5.1 節では長期被ばく線量評価コード(ERMIN)の概要、5.2 節では長期被ばく線
量評価コード(ERMIN)の東京電力福島第一原子力発電所事故への適用、5.3 節で
は東京電力福島第一原子力発電事故後の長期被ばく検証計算、5.4 節では結びとし
て本章の内容をまとめる。 
▲▲ 
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第 5 章 原発事故後の中・長期状況に対応する評価：長期被ばく線量の推定手法(ERMIN) 
 
有害危険物質を扱う施設で爆発事故等が生じると危険物質は風により輸送・拡散され地面に
沈着し表土を汚染する。危険物質が容易に分解等無害化しない場合、それらは長期にわたって
風により再飛散し、人体に影響を与える可能性が高い。このため再飛散現象を考慮した長期に
わたる健康被害評価の重要性が指摘される。 
福島第一原子力発電所事故では、発電所より放出された放射性物質が風により広域に拡散さ
れ、雨などによる降雨沈着によって放射性物質が地面に付着し表土が汚染された。風が吹くと
土壌に沈着された放射性物質は再飛散され呼吸を通じて体内に摂取され人体に悪影響を与え
る可能性がありうる(図 5.1.1)。EU ではチェルノブイリ事故の経験から文 05.11)原子力事故後の
長期的な対策として住居地域モデル ERMIN（European Model for Inhabited areas）文 05.01), 文
05.08), 文 05.12)を開発した。しかし、ERMINモデル自体が名前のとおりに EUの住居地域への適用を
目的に開発されたため、気候および地形が異なる日本では沈着速度、再飛散速度が違う可能性
があるため、東京電力福島第一原子力発電所事故後の長期被ばく線量の評価を行うためには、
その適応可能性を検証する必要がある。 
そのため、第 5章ではチェルノブイリ事故後、EUで開発された長期被ばく評価コード（ERMIN）
を用いて東京電力福島第一原子力発電所事故後に適用が可能であるかについて福島の放射線
観測データの解析作業を通じて ERMINモデルで提案されている沈着速度及び再飛散係数の検証
作業を行った。さらに、福島地域の長期被ばく線量評価を行ったのでこれらについて述べる。 
 
 
 
 
図 5.1.1 長期被ばく評価に必要な各種現象の説明 
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5.1 長期被ばく線量評価コード(ERMIN)の概要 
ERMINコートは、図 5.1.2に示すように、入力データとしては対象地域の土地利用情報(地表
面の状況や建物の状況などの環境設定)・原子力事故後の放射性物質の沈着状況(初期の沈着
量)・除染に対する方法の入力が必要である。これらの情報を入力すると ERMIN コードでは① 
環境表面への初期沈着量の計算、②放射性物質の汚染濃度の計算、③濃度計算値(Bq/m2)から
線量率(Sv)への換算計算、④除染対策の計算(除染効果・除染コスト・除染による廃棄物量)の
順に計算が行われ、出力データとして外部・内部の被ばくを含めた長期被ばく線量、除染対策
の効果(除染コスト・除染による廃棄物量)が得られる。文 05.01), 文 05.08) 
 
 
 
 
 
図 5.1.2 ERMIN モデルの概要と本研究の内容 
 
次には ERMINの主な計算について詳しく述べる。 
 
①地面沈着現象を考慮した外部被ばく計算文 05.08) 
長期被ばく線量のうち、外部被ばく線量は、図 5.1.3 の流れで計算される。 
 
 
 
図 5.1.3 外部被ばく線量の評価方法の流れ 
 
この外部被ばく線量評価に必要な沈着速度(Vd)を、福島地域の観測データ（空間濃度：Bq/m3、
降下粉じん量：Bq/m2/hr）から、次の定義式を用いて解析した。 
 
Vd(t:m/sec) = 降下粉じん量(Bq/m2/h)/空気中濃度(Bq/m3) ……式(5.1.1) 
 
この沈着速度については、過去の野外実験データなどから、0.01～1.0cm/sec のオーダが報告
空気中濃度
(Bq/m3)
降下粉じん量
(Bq/m2/sec)
外部被ばく量
(mSv/y)
沈着速度
地表面濃度
(Bq/m2)
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されている文 05.02), 文 05.03) 文 05.08)。また、この数値は、地表面粗度、風速、沈着物質などによっ
て変化し、通常、重力沈降速度よりも大きな値となる。 
 
②Weathering現象を考慮した長期線量計算文 05.08) 
地面に沈着した放射性物質が、放射性減衰効果とは別に、降雨、再飛散などによって減少する
現象を Weathering と言う。EU ではこの降雨洗浄効果については、チェルノブイリ事故後、欧
州で観測されたデータを用いて開発された次の経験式があり(式(5.1.2)、式(5.1.3)、式
(5.1.4))これが、ERMINモデルに利用されている。 
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C(t)    時間 tのときの放射能の強さ(Bq) 
a1, a2    表面にそれぞれついている状況, a1+a2=1. 
τ1, τ2  a1 と a2 (s)に対する Weathering現象を考慮した半減期 
T1/2     半減期(s) 
PR    舗装道路での放射能 
PP    舗装面での放射能 
PO    他舗装面での放射能 
p    親核種 
 
ERMINでは、放射性物質の移行過程を考慮して、多様な条件化で、Weathering 効果を定式化し
ているが、主要な条件は次のとおりである。 
a) 建物：形状、屋根、外壁、屋内壁面などの材質によって定式化 
b) 道路：舗装方法によって定式化 
c) 植生：樹木、草木などの種類によって定式化 
d) 土壌：種類、深度分布などによって定式化 
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この Weathering 評価式の妥当性については、節 5.3 東京電力福島第一原子力発電事故後の長
期被ばく検証計算で ERMINモデルの長期被ばく線量時間変化を計算した結果と放射線観測結果
の比較により、検証する。 
 
③再飛散現象(Re-suspension amount)を考慮した内部被ばく計算文 05.08) 
長期被ばく評価の中で、内部被ばく線量は、図 5.1.4 に示すような方法で計算される。この計
算では、地面から空気中へ再飛散する放射性物質の量を計算するために、再飛散係数を定量化
する必要がある。この再飛散係数(k(t):/m)は、次の式(5.1.5)で定義される。 
 
 
 
 
図 5.1.4 内部被ばく線量の評価方法の流れ 
 
K(t:m-1) = 大気中濃度(unit/m-3)/地表面濃度(unit/m-2)……式(5.1.5) 
この再飛散係数についても、チェルノブイリ事故後、欧州で観測されたデータを用いて開発さ
れた次の経験式(5.1.6)があり、これが、ERMINモデルに利用されている。 
 
 tb
RLO
RLOeatK
)( ……式(5.1.6) 
 
aRLO (経験常数) ＝ 3.1× 10-8m-1 、bRLO ＝ 0.51 y-1である。 
 
ただし、事故後１週間以内の短期的な観測データについては、次の経験式が提案されている。 
t
a
tK RSO)( ……式(5.1.7) 
aRLO (経験常数) ＝ 1.2× 10-6m-1である。 
 
(5.1.6)式と(5.1.7)式は、40 日後で一致するので、ERMIN コードでは、この日を境目として、
両式を使い分けることになっている。 
(5.1.6)式と(5.1.7)式の経験常数については、それぞれの不確かさ（Uncertainty）の標準偏
差 
（Standard deviation）が、表 5.1.1で示されている。 
 
 
地表面濃度
(Bq/m2)
空気中濃度
(Bq/m3)
吸入放射能
(Bq/y)
内部被ばく量
(mSv/y)
再飛散係数
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表 5.1.1 (5.1.6)式と(5.1.7)式の経験常数文 05.08) 
 
さらに、ERMINでは屋内の換気係数、再飛散係数、沈着速度なども、次式(5.1.8)と表 5.1-2で
定義されており、屋内の長期被ばく評価も可能である。 
 
  ARCVCfVC iPOvvdi   ……式(5.1.8) 
 
ここで、C0は、屋外の大気濃度であり、そのほかのパラメータは次に示す。 
Ci  室内空気中の粒子濃度(Bq m-3) 
d   室内での沈着速度(s-1) 
V    室内の体積(m3) 
v   空気の換気率(s-1) 
F    フィルタ係数(無次元; 屋外から室内へ入り込んだ粒子)  
A    再飛散が生じる面の面積 (m2) 
CIp  汚染面積 (Bq m-2) 
R    再飛散率 (s-1)  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
式 値 単位 標準偏差 文献 
経験常数 aRLO 式(5.4.2) 3.1 10-8 m-1 2 10-8 Garland et al (1994) 
経験常数 bRLO 式(5.4.2) 0.51 year-1 0.2 Garland et al (1994) 
経験常数 aRSO 式(5.4.3) 1.2 10-6 m-1 7 10-7 Garland (1979, 1982) 
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表 5.1.2 屋内の換気係数、再飛散係数、沈着速度文 05.08) 
 
内容 値 単位 標準偏差 文献 
表面積と部屋面積の関係、 A/Va 0.33 m-1 0.08  
室内の再飛散率、R 5 10-4 h-1 2 10-4 Thatcher et al 
(1995) 
空気の換気率(per unit time) v 0.4 h-1 0.2 Andersen et al 
(1997) 
Hiemstra et al 
(1997) Janssen et 
al (1998) Stoop et 
al (1998) 
Malanca (1993) 
フィルタ係数、f  (0.5 – 5 µm) 1 -  Roed (1990a) 
室内での沈着速度(per unit time)、 d  
(エアロゾル AMAD < 2 μm) 
0.4 h-1 0.2 Lange (1995) 
Roed (1990a) 
室内での沈着速度(per unit time), d  
(エアロゾル AMAD  2 - 5 μm) 
2.5 h-1 1 Lange (1995) 
Roed (1990a) 
室内での沈着速度(per unit time), d  
(I2) 
5 h-1 2 Cline et al (1965) 
Roed et al (1987) 
Kocher (1980) 
室内での沈着速度(大きな粒子の場合) 40 h-1  Lange, 1995; 
McMahon et al, 1979 
 
④除染対策の放射線量低減効果・コスト・廃棄物量推定計算文 05.08) 
チェルノブイリ事故後、EUでは、様々な除染対策が実施され、その線量低減効果が定量化さ
れている。この結果が ERMINには利用され、図 5.1.5のような除染効果を計算し、表示する機
能がある。 
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  図 5.1.5 ERMINの除染効果計算例文 05.08) 
 
EUでは、除染対策に必要な作業員数、作業時間、コスト、廃棄物量なども、チェルノブイリ
事故後、データ解析し、その結果を ERMINに取り入れ、計算可能となっている。 
また、これらの除染対策作業に伴って、作業員が受ける被ばく線量も計算可能である。 
以上の計算に必要なデータベースの一例を、表 5.1-3に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
庭の草除去 道路表層除去
土壌表面除去 除染対策なし
除染対策平均値
除染対策具体値
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表 5.1.3 除染対策に必要な作業員数、作業時間、コスト、廃棄物量などの 
計算に必要なデータベースの一例文 05.08) 
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5.2 長期被ばく線量評価コードの東京電力福島原子力発電所事故への適用 
節 5.1で述べた長期被ばく線量評価コード ERMINを用いて、福島地域の長期被ばく線量計算
を行うため、下記のような作業を行った。 
①日本土地利用データの入力 
②福島地域地表面の汚染データの入力 
 
5.2.1 長期被ばく線量評価コード(ERMIN)の入力 
①土地利用データの入力 
土地利用データは、国土地理院が公開しているデータベースを利用した文 05.13)。 
国土地理院の土地利用分類と ERMINコードの土地利用分類は異なるので、表 5.2-1のような変
換を行った文 05.08), 文 05.13)。 
ERMIN は、市街地の住民に対する被ばく評価を主目的に開発されたため、市街地の分類は、日
本版よりも細かく設定されている。 
以上の変換作業により、福島地域の日本版土地利用情報を ERMIN に入力した結果を図 5.2.1
に示す。 
 
表 5.2.1 国土地理院と ERMINの土地利用分類対応表文 05.08) 
 
Ground Surface Condition Category ARGOS Palette Value Color 
1：水田 1  
2：畑 2  
5：森林 5  
6：禿山 6  
7：市街地 7  
9：舗装道路 9  
A：開放空間 17  
B：河川および湖沼 18  
E：海岸地形 21  
F：海岸線 22  
G：ゴルフ場 23  
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a)福島地域全体 
 
 
 
b) 福島第一原発周辺 
 
 
図 5.2.1 福島地域の日本版土地利用情報を ERMINに入力した結果 
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②地表面汚染データの入力 
福島地域の土地汚染データは平成 23年 4月 6日から 4月 29日にかけ文部科学省及び米国エネ
ルギー省が行った航空機観測データ文 05.14)（μSv/hr 単位)を用いた (図 5.2.2)。この観測デー
タ（μSv/hr）は、ERMIN 内で、地表汚染濃度(Bq/m2)に変換され、長期間の降雨洗浄効果
（Weathering factor）が計算される。  
また、この航空機観測データは、上空数百ｍで測定された空間線量率（μSv/hr単位)を、地表
１ｍ付近で測定された空間線量率で校正した数値であるが、公開されている固定点の空間線率
データと比較すると、日時、場所によって、多少の差異があった。 
 
 
 
 
図 5.2.2 福島地域で、事故後（平成 23年 4月 6日から 4月 29日）に実施された 
航空機観測結果文 05.14) 
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5.2.2 福島原発電事故後の観測データ解析 
 
5.2.2.1 沈着速度の比較文 05.02), 文 05.03), 文 05.15), 文 05.16) 
沈着速度の定義式(5.2.1)に従って、福島市及び東海村（原子力機構）の観測データを解析し
た。 
 
Vd(t:m/sec) = 降下粉じん量(Bq/m2/h)/空気中濃度(Bq/m3) ……式(5.2.1) 
 
①福島市のデータ解析 
観測データは、図 3.3.3-1 に示すように、降下粉じん量は、ガス放出期間（事故後約１ケ月）
とその後で、大差ないが、空気中濃度は大きく減少していることが分かる。 
 
 
a)降下粉じん量 
 
b)空気中濃度 
 
 
図 5.2.3 福島市の観測データ 
 
これらの観測データを用いて、沈着速度を計算した結果を図 5.2.4に示す。これらの結果から
ガス放出期間中の沈着速度は、ERMIN 文 05.08)他の文献値文 05.02)（0.01～1.0cm/s)と整合している
ことが確認取れた。また、ガス放出期間後の沈着速度は、文献値よりも数桁大きな値となって
いることがわかった。 
 
 
 
 
図 5.2.4 福島市の沈着速度の解析結果とその変動原因推定 
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これらの変動原因としては、図 5.2.4（右側）に示すように、次の原因が考えられる。 
・ガス放出期間中は、空気中濃度測定高度（約１ｍでパイプ吸引）と降下粉じん量測定高度（地
表付近に置かれたトレイ）で、等価な空気中濃度分布が推定されるので、文献値の沈着速度が
求められたのと同じ、一様な濃度条件となっている。 
・ガス放出期間後は、きれいな空気が入り込み上空の空気中濃度が減少するが、地表付近には、
再飛散に起因する放射性物質が存在するので、空気中濃度測定高度と降下粉じん量測定高度の
空気中濃度に差異が生じ、文献値の沈着速度が求められた一様濃度条件と異なっている。 
 
②東海村のデータ解析文 05.15), 文 05.16) 
東海村のデータも式(5.2.1)に従い、解析を行った。観測データは、図 5.2.5 に示すように、
降下粉じん量は、ガス放出期間（事故後約１ケ月）とその後で、大差ないが、空気中濃度は大
きく減少していた。 
 
 
a)降下粉じん量 
 
b)空気中濃度 
 
 
図 5.2.5 東海村の沈着速度の解析結果 
 
これらの観測データを用いて、沈着速度を計算した結果、図 5.2.6に示すように、ガス放出期
間中の沈着速度は、降雨沈着時（Wet deposition）を除いて、ERMIN他の文献値（0.01～1.0cm/s)
と整合していることが確認できた。また、ガス放出期間後の沈着速度は、文献値よりも数桁大
きな値となる場合があった。 
 
これらの変動原因としては、図 5.2.6（右側）に示すように、次の原因が考えられる。 
・ガス放出期間中は、空気中濃度測定高度（約１ｍでパイプ吸引）と降下粉じん量測定高度（地
表付近に置かれたトレイ）で、等価な空気中濃度分布が推定されるので、文献値の沈着速度が
求められたのと同じ、一様濃度条件となっている。 
・ガス放出期間後は、上空の空気中濃度が減少するが、地表付近には、再飛散に起因する放射
性物質が存在するので、空気中濃度測定高度と降下粉じん量測定高度の空気中濃度に差異が生
じ、文献値の沈着速度が求められた高さ方向に一様な濃度条件と異なっている。 
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図 5.2.6 東海村の沈着速度の解析結果とその変動原因推定 
 
沈着速度は、緊急時被ばく評価システム（SPEEDIほか）および事故時被ばく評価コード（RASCAL、
MACCS２ほか）の計算結果に影響する重要なパラメータであり、現在、米国原子力規制委員会
（NRC)では、NUREG/CR-7161 で、これらの計算パラメータの不確定性に関して、定量評価を行
っている文 05.02), 文 05.03)。NUREG/CR-7161 では沈着モデルの不確定性について図 5.2.7 に示すよ
うな沈着速度確率分布を約 10 名（A～H)の専門家から集約し、その平均値（RSM）を近似する
経験式(5.2.2)で線量評価計算を行われている。 
 
ln(vd) = a+b(lndp)+c(lndp)2+d(lndp)3+e・z0+f・z02+g・v ……式(5.2.2) 
 
Vd: 沈着速度 (cm/s), dp: 粒径(μm), zo: 粗度長(m), v:風速(m/s) 
 
 
a)粒径：１μｍ、風速：2m/s の場合 
 
 b)粒径：10μｍ、風速：2m/s の場合 
 
 
図 5.2.7 米国 NUREG/CR-7161の沈着速度確率分布文 05.02) 
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NRC としては、全部の提案を公平に平均化した結果（RSM）を推奨値式(5.2.2)としている。図
5.2.8に示すように、東海村の観測データは、事故後１ケ月以降の 137Csを除けば、粒径が１～
10μｍの推奨値に対応しており、NUREG/CR-7161 の推奨式は物理的に妥当であることが分かっ
た。 
 
 
a)事故後１ケ月以内（2011,3 以内）
 
b)事故後１ケ月以降(2011.4 以降)
 
 
図 5.2.8 NUREG/CR-7161の沈着速度推奨値と東海村観測データの比較文 05.02) 
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5.2.2.2 再飛散係数の比較 
再飛散係数（K：/m)の定義式(6)に従って、福島市の観測データを解析した。 
 
K(t:m-1) = 空気中濃度(Bq/m3)/地表面濃度(Bq/m2)……式(5.1.5) 
 
観測データは、図 5.2.9に示すように、地表面濃度は、ガス放出期間（事故後約１ケ月）とそ
の後で、大差ないが、空気中濃度は大きく減少していることが分かる。 
 
 
a)事故後１ケ月以内（2011,3 以内）
 
b)事故後１ケ月以降(2011.4 以降) 
 
 
図 5.2.9 福島市の観測データ 
 
これらの観測データを用いて、再飛散係数を計算した結果、図 5.2.10に示すように、次のこ
とが分かった。 
・ガス放出期間中の再飛散係数は、ERMIN他の文献値（10-8～10-10/m)と整合している。 
・ガス放出期間後の再飛散係数は、文献値よりも数桁小さな値となる。 
 
 
 
 
図 5.2.10 再飛散係数の解析結果とその変動原因推定 
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これらの変動原因としては、沈着速度の場合と同様に、図 5.2.9（右側）に示すように、次の
原因が考えられる。 
・ガス放出期間中は、空気中濃度測定高度（約１ｍでパイプ吸引）と降下粉じん量測定高度（地
表付近に置かれたトレイ）で、等価な空気中濃度分布が推定されるので、文献値の沈着速度が
求められたのと同じ、一様濃度条件となっている。 
・ガス放出期間後は、上空の空気中濃度が減少するが、地表付近には、再飛散に起因する放射
性物質が存在するので、空気中濃度測定高度と降下粉じん量測定高度の空気中濃度に差異が生
じ、文献値の沈着速度が求められた一様濃度条件と異なっている。 
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5.3 東京電力福島第一原子力発電事故後の長期被ばく検証計算 
次の 7地点を対象として、事故後 10年後までの長期被ばく評価計算を行った。 
 
表 5.3.1 福島地域の長期被ばく線量評価地点 
地点 緯度 経度 
1. 福島市 37.763979 140.46776 
2. 郡山市 37.396182 140.37721 
3. 白河市 37.13124 140.19876 
4. 会津若松市 37.491115 139.92848 
5. 南会津町 37.200727 139.7688 
6. 南相馬市 37.64043 140.97346 
7. いわき市平 37.050517 140.8855 
 
計算時の環境設定は、7 地点とも市街地(Urban)に設定し計算を行った。また郡山市は、表 5.1.3 
を参考し除染の計算(sandblasting walls)を加えた。 
ERMINモデルの計算結果は、事故後、１週間、１ケ月、１年、10年後までの積算線量(μSv)と
して出力されるので、この積算線量を計算対象期間で除して、線量率（μSv/hr)に換算した。 
図 5.3.1に示すように、福島市ほか 7地点を計算対象として、ERMINモデルで長期被ばく線量 
評価計算文 05.12)を行い、観測値及び文献値（Golikov 式）文 05.04)との比較を行った。この検証計算
は、福島事故直後の空間線量率変化傾向を検証するために、福島事故以前から、継続的な観測が実
施されていた地点を選定した。 
 
 
図 5.3.1 ERMIN計算結果と観測値の検証計算を実施した地点 
43km
西約58km
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Golikov式(5.3.1)は、チェルノブイリ事故後、ロシアの観測データを用いて開発された経験式
であり、計算パラメータの確率値も表 5.3.1 のように定量化されているが、今回の計算では、
平均値を使った。この推定値は、事故後、3 年以内については、福島地域の観測値よりも過大
評価傾向にあることが分かった。 
 
D (t)=D(0)・{Cw1 ・ exp (-ln2/τ1 ・ t)+ Cw2 ・ exp (-ln2/τ2 ・ t)} ……式(5.3.1) 
   ここで、D (0)は 空間線量率（μSv/h） の初期値 
 
表 5.3.1 Golikov式の計算パラメータ 
 
福島市の場合、ERMIN の計算結果は、事故後 1 年以内は、実測値とよく整合しているように見
えるが、2 年目は観測データが異常に変動しており、ERMIN の方が過小評価になる。この観測
データの変動要因について、調査した結果、この観測点では、次のような変動要因があること
が分かった。 
①観測地点の移動を行い、地表条件が変化した。 
②観測装置の変更を行った。 
③除染工事を行った。（時期及び除染方法は不明） 
 
郡山市の場合、２年目以降に、観測値が急激に減少しており、除染工事が実施された時期と対
応している。除染方法の詳細は不明であるが、住宅地域の代表的な除染方法であるサンドブラ
スト法を想定して、ERMIN コードで除染効果を考慮した計算を行った結果、観測値と良い一致
が見られた。（図 5.3.2） 
 
 
 
 
 
 
 
 
10%値 平均 95値
Cw1 0.89 0.86 073
Cw2 0.11 0.14 0.27
τ1(y) 1.5 1.8 2.3
τ2(y) 10.2 15.2 19.710
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a)福島市 
 
 
 
b)郡山市 
 
 
図 5.3.2 ERMINモデル長期被ばく推定結果と観測値および Golikov推定結果の比較 
 
以上の結果から、ERMIN モデルの推定値は、福島地域の観測値をほぼ、整合していることが分
かった。また、除染対策による放射線低減効果も再現可能であることが分かった。  
 
次に、 ERMIN モデルで、室内滞在時間と時間変化による長期被ばく線量の違いを評価した。
ERMIN モデルでは、室内滞在時間を Indoor、Normal Living、Outdoor の 3 つのパタ―ンに分
け、長期被ばく線量を計算した結果を比較したのが図 5.3.3である。ERMINモデルでは、Normal 
Livingが、１日の約 90％を室内に滞在することを想定しているが、これは、NHKが全国調査し
た数値と対応している。文 05.05)上記の結果では、当然ながら屋外が屋内よりも 2 倍程度、高い
線量となった。 
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図 5.3.3 室内滞在時間の違いによる長期被ばく線量の違い 
 
以上の検証計算を行った地点では、冬季積雪時に、一時的な空間線量率の低減傾向が観察され
たので、その因果関係を検討した。図 5.3.4に示すように、福島市における空間線量率の低減
時期は、積雪時期と対応しており、この原因が積雪による放射線の遮蔽効果であることが分か
った。 
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図 5.3.4 空間線量率と積雪量の時間変化 
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5.4 まとめ 
 
本章では、本研究の第 2段階として「原発事故後の中・長期対応に必要な長期被ばく線量の推
定手法(ERMIN)」というタイトルで、原発事故後の長期被ばくの線量評価という課題に対して、
ヨーロッパで開発された事故後長期被ばく線量評価コード(ERMIN)の概要を述べた。また、こ
の長期被ばく評価コードを東京電力福島第一原子力発電所事故への適用するため、東京電力福
島第一原子力発電所事故後の得られた福島地域の観測データの解析を通して、ヨーロッパの沈
着速度及び再飛散係数の比較検討を行った。 
最後に、東京電力福島第一原子力発電事故後の ERMIN の計算結果と福島地域の放射線観測デー
タの比較を行い、ERMIN コードが東京電力福島第一原子力発電所事故へ適用可能であることを
確認した。 
また、本研究結果から、次のことが分かった。 
(1)福島市および東海村の再飛散係数解析結果および沈着速度は、事故後約１ケ月以内につい
ては、ERMINモデルおよび文献値と整合している。  
(2)福島市および郡山市の長期被ばく線量観測値と ERMIN モデルの計算値は、ほぼ整合してい
ることが確認できた。  
(3)除染対策を考慮した計算結果は、郡山市の除染効果をほぼ、再現していることが確認され
た。 
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  ▌ 第 06章 まえがき  
 
▼▼ 
本論文は、原子力発電所事故時の初期および中・長期の対応という課題に対し、
原発事故の緊急時対応に迅速かつ簡易に放出量の推定が可能な放出量推定手法
(STE)の検証を行うともに、ヨーロッパから導入した事故後長期被ばく線量評価コ
ード(ERMIN)の検証を行った。 
 
本章は，各章の主たる内容及び結論を示し，今後の課題に関して述べる。▲▲ 
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第 6章 結論 
 
6.1 本論文のまとめ 
本論文は、「原子力発電所事故時の放出量推定手法および長期被ばく線量推定の検証に関す
る研究」という題目で、原発事故後の初期対応に必要な放出量推定手法(STE)並びに、原発事
故後の中・長期対応に必要な長期被ばく線量の推定手法(ERMIN)の検証を行った。 
 
各章の結論を総括して、以下にまとめる。 
 
第 1 章は序論であり、本論文における研究背景・研究目的・研究流れを述べ、本研究のフロ
ーチャートを示した。特に、研究背景では東京電力福島第一原子力発電所事故後の対応に関し
た不備と問題点を挙げ、本研究の目的を明らかにした。 
 
第 2 章では、原子力発電所緊急時対応という課題に向け、放出量推定に関わる既往研究及び
長期被ばく線量推定に関わる既往研究について記述し、本研究の新規性について述べた。 
 
第 3 章から第 4 章にかけては、本研究の第 1 段階として原発事故後の初期対応に必要な放出
量推定手法(STE)について述べた。この放出量推定手法(STE)は、原子力発電所事故時の緊急時
放射線影響予測のための、早期の放出量推定手法の実現するともに東京電力福島第一原子力発
電所事故のような排出量計測が難しい建屋放出時に放出量推定が可能な放出量推定手法とし
て操作性・高速性・汎用性のある放出量推定手法の実用化が最終目標である。 
 
第 3 章では、原発事故後の初期対応に必要な放出量推定手法(STE)の概要及び、放出量推定
手法(STE)の計算手法について詳しく述べた。本研究では、実用的な放出量推定手法（即応解
析手法）として、原子力発電所周辺の狭域観測データと風洞実験データの正規拡散近似式を用
いる手法を検証した。 
 
第 4 章では、第 3 章で言及した「原発事故後の初期対応に必要な放出量推定手法(STE)」の
検証について記述した。最初には、拡散風洞実験データ近似式を用いた検証計算を行った結果
について述べた。特に風向変化・地形偏流による不確定性に評価を行った。次に 2011 年ベル
ギーの MOL 試験炉で行われた野外拡散実験データを用いた検証計算結果について考察した。
最後には、東京電力福島第一原子力発電所事故を対象とした放出量推定計算を行い、日本原子
力研究開発機構の放出量推定計算結果と比較した結果について述べた。 
本研究結果から、次のことが分かった。 
(1)この手法の不確定性を検証する計算を行い、風向変動に起因する放出量推定精度低下を改善
する対策として、１時間平均観測データを用いることにより、精度改善が図れることを確認し
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た。 
(2)ベルギーMOL 試験炉で実施された Ar41 野外拡散実験データを用いて、放出量推定計算を
行った結果、現地の空間放射線観測データ（Fluence rate）をファクター２（±50%）程度
の精度で予測可能であることを確認した。 
(3)福島第一原発事故で観測された空気中濃度データを用いて、簡易モデル（正規拡散式）およ
び詳細モデル（WRF/CHEM）で放出量推定計算を行った結果は、原子力機構ほかが推定して
いる数値と、ほぼ等価なオーダとなった。 
 
第 5 章では、本研究の第 2 段階として「原発事故後の中・長期対応に必要な長期被ばく線量
の推定手法(ERMIN)」について記述する。原発事故後の長期被ばくの線量評価という課題に対
して、ヨーロッパで開発された事故後長期被ばく線量評価コード(ERMIN)について述べた。 
また、この長期被ばく評価コードを東京電力福島第一原子力発電所事故への適用することを目
指し、ERMIN コードのインストール作業をはじめ、東京電力福島原子力発電所事故後の得ら
れた福島地域の観測データの解析を通して、ヨーロッパの沈着速度及び再飛散係数の比較検討
行った結果について述べた。最後に、東京電力福島第一原子力発電事故後の長期被ばく検証計
算を行い ERMIN の計算結果と福島地域の放射線観測データの比較を行い、ヨーロッパの降雨
洗浄現象（Weathering factor）と日本の降雨洗浄現象の検討を行い、ERMIN コードが東京電
力福島第一原子力発電所事故への適用可能性について述べた。 
本研究結果から、次のことが分かった。 
(1)福島市および東海村の再飛散係数解析結果および沈着速度は、事故後約１ケ月以内につい 
ては、ERMIN モデルおよび文献値と整合している。  
(2)福島市および郡山市の長期被ばく線量観測値と ERMIN モデルの計算値は、ほぼ整合してい 
ることが確認できた。  
(3)除染対策を考慮した計算結果は、郡山市の除染効果をほぼ、再現していることが確認された。 
 
第 6 章では，最後の結語として、本論文の結論と今後の課題について記述する。 
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6.2 今後の課題 
6.2.1 放出量推定手法(STE)の汎用性確認 
本研究では、原子力発電所事故時の緊急時放射線影響予測のための、早期の放出量推定手法
の実現するともに東京電力福島第一原子力発電所事故のような排出量計測が難しい建屋放出
に放出量推定が可能な放出量推定手法を目指し、操作性・高速性・汎用性のある放出量推定手
法の検証研究が行われた。まず、放出量推定手法(STE)を検証するために、拡散風洞実験デー
タを用い検証作業と不確定性の評価が行われた。また、野外実験データ、東京電力福島第一原
子力発電所の線量データを用いて検証を行われた。しかし、原子力爆発事故の拡散・沈着過程
は複雑な現象であり、必ずしも他の事例でも放出量推定ができるかは不明である。そのため、
他の事例を用い検証ケースを増やす必要がある。また、東京電力福島第一原子力発電所事故の
反省からモニタリングが重要であることがわかり、モニタリングの数を増やすなど充実されつ
つある。しかし、それでも事故時に流れるプルーム全体を捕まえるにはまだ不十分であり、放
射線および気象観測データの選択、拡散計算モデルの精度によっては、放出量推定値が１桁程
度、変化する可能性がある。そのため、これらの不確定性を考慮した検証作業を行い、汎用性
を確認するべきである。 
 
6.2.2 長期被ばく線量評価コード(ERMIN)の適用拡大 
EU の長期被ばく線量評価コードである ERMIN モデルは入力データとして、土地利用情報、
土壌汚染情報、除染対策情報を入力すると長期被ばく線量の計算、除染対策効果の推定、除染
コストの推定、除染廃棄物量の推定ができる。主に市街地を対象に作られたこのコードは計算
条件として領域の種々のパラメーター（例えば、選んだ領域の家の構造、周りの状況（建物の
密集状況、公園などの自然環境の状況など））の選択ができる。本研究の成果によりすでに、
福島事故後の空気中濃度データ、土壌濃度データを用い放射性物質の沈着速度、再飛散の解析
を行い、ERMIN コードが福島事故の場合でも適応であることを確認済みである。また福島地
域の屋外に対しての長期被ばく計算を行い計算値と事故後の観測データとの比較を行った結
果、かなり良く整合していることが分かった。現状では福島地域の室内の観測データは不足し
ており、避難地域にある住宅を対象とした室内での長期被ばく計算も行われていない。そのた
め、日本の木造住宅を想定し室内における再飛散を考慮した長期被ばく計算を行う必要がある。
既存の研究では、屋外の再飛散を考慮した長期被ばく線量の計算と屋外での実測が行なわれて
いるものの、室内での長期被ばく評価を実施した研究は少ない。そのため、今後の課題として、
室内の評価を行うためには家の構造や換気回数などの要素を考慮した上で長期被ばく線量の
計算を行う必要がある。 
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移動観測データ利用システムの開発 
 
福島第一原発事故における放出量推定の技術的課題と本研究で開発する対策を、図 1に示
す。 
 
 
図 1. 福島第一原発事故における放出量推定の技術的課題と本研究で開発する対策 
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1. フィルター処理技術を利用した福島第一原発事故観測データ解析 
各モニタリングポストで観測されるγ線量データは、主に地表面（グランドシャイン）、
空中浮遊物（クラウドシャイン）それぞれを線源とするγ線が混在した計測値である。し
かし、当該時刻に放出された放射性物質の影響を受けるのは、それら観測データに内在す
るクラウドシャイン成分のみである。 
そのため各地点の拡散放出量の推定精度を向上させるために、モニタリング実測γ線量デ
ータからクラウドシャイン成分のみを分離・抽出する必要がある。そこで、本作業項目で
は、物理モデルに基づく放出源推定手法（STE:Source Term Estimation）のための「フィ
ルタリング処理」技術を開発した。その原理およびフィルタリング処理自動化に向けての
フローを図 2に示す。 
 
図 2.フィルタリング自動処理フロー図 
（図中(a)原理図、(b)自動処理全体タスクフロー図） 
 
図 2を用いて、フィルタリング処理の原理および自動化の手続きについて説明する。図中
の実観測波形 x(t)の特徴から、該当時刻に放出された放射性物質に起因しているパルス状
波形部分をクラウドシャイン成分、一方、本波形のベース波形は該当時刻以前に一旦、地
面に沈着したグランドシャイン成分からのγ線量が主体であると推測できる。つまり、こ
れらの放射線成分は、時間波形の周波数（ライフライム）で識別できる。このことから、
両波形の分離・抽出には一般的な信号処理技術の「フィルタリング処理」が応用可能と思
われる。 
フィルタリング処理の原理は図 3.2.2-2 中の(a)で示している。具体的には、観測時間波
処理⑤：最適設計HPFの
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(a)MP-C.txt : Characteristic of all criterial γc dose error rate for optimaization of HPF var.
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(d)MP-C.txt :Comparison of each cloud-shine gamma-rays exposure
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(a)MP-C.txt : Characteristic of all criterial γc dose error rate for optimaization of HPF var.
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(d)MP-C.txt :Comparison of each cloud-shine gamma-rays exposure
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 付録 
形をラプラス変換により入力伝達関数に置き換え、更にクラウドシャインのみをフィルタ
リングするための伝達関数を定義し、入力とフィルタリングの伝達関数の積をとり出力波
形伝達関数を求め、それを逆ラプラス変換する事でフィルタリング処理後の時間波形に復
元される。その復元した出力波形は、観測生波形からクラウドシャイン成分のみを抽出し
た時間波形に等しい。 
そして、図中(b)は本原理(a)に基づいて、クラウド線量の定量閾値設定および、各モニタ
リングポストのフィルタリング伝達関数の最適設定等のタスクシーケンスを自動化したフ
ロー図である。これら全てをプログラム化したことで、短時間で高精度なクラウドシャイ
ンの同定の連続自動処理が可能となった。 
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2. フィルター処理技術を利用した福島第一原発事故観測データ解析 
「フィルタリング伝達関数パラメータの自動最適化」と「解析処理タスクシーケンスの全
自動化」の改良により、クラウドシャイの連続波形成分をピークγ線量率(μSv/h)平均精
度 1％以内（昨年度比の 1/20）の高精度かつ短時間（1s/地点、昨年度比 1/1800）で抽出可
能になった。その結果を以下①に報告する。 
また、γ線量率の時間積分によりクラウドシャインγ線積算値（μSv）を定量化し、放出
量推定に利用できるようになった。その結果を以下②に報告する。 
 
①クラウドシャインγ線量率時系列ピーク離散値と連続波形データの解析結果 
東日本大震災(2011年 3月 11日)以降の福島第一原発事故により漏洩したγ放射線の実際の
観測例として、モニタリングポスト(a)「東海第二」MP-C と(b)「福島第一（現場）」MP-4
の 2 箇所のγ線観測波形を用いた。事故現場と各モニタリングポストの位置関係を図 3.に
示す。 
 
 
図 3. 各モニタリングポストの位置関係 
 
  
（a）東海第二（拡大）
（b）福島第一（拡大）
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そして図 4のフロー図(b)中のタスク①～②の段階で求めたクラウドシャインのピーク抽出
結果（離散データ）を図 4 に、同時にタスク③～⑤で各観測点固有の最適フィルター伝達
関数を決定し、各観測点におけるフィルタリング処理計算で抽出したクラウドシャインの
連続波形データを図 5の(a),(b)に示す。本図のフロー処理方法の詳細および条件・諸特性
等は別途、参考資料 Xに記載する。 
 
 
 
 (a) 東海第二観測地点 ”MP-C”にて 
 
(b)福島第一観測地点 ”MP-4”にて 
①03/15 04:20
②03/15 06:40
③03/16 05:40
④03/21 04:30
①03/12 15:29
②03/13 08:23
③03/13 13:52
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図 4. 各モニタリングポストのγ線クラウドシャインピーク線量率（離散値） 
 
(a) 東海第二観測地点 ”MP-C”にて 
 
(b)福島第一観測地点 ”MP-4”にて 
図 5. 各モニタリングポストのγ線クラウドシャイン連続波形（フィルタ処理） 
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図 5 のフィルタリング処理後のクラウドシャイン波形（赤線）から求めたγ線量率（波形
上の極大値と隣接する極小値の差分：相対線量率；Computed γc）と図 4で求めた実測値
の目視解析結果（Raw γc）の比較を図 6 に示す。結果、いずれも波形上ピーク線量率の
発生日（横軸）が計算上一致、発生日のピーク線量番号毎の線量率の比較検証により、そ
のフィルタリング処理による抽出精度は平均 1％以内で大小関係が一致していることが示
された。 
 付録 
 
(a) 東海第二観測地点 ”MP-C”にて 
 
 
(b)福島第一観測地点 ”MP-4”にて 
図 6. クラウドシャインの目視解析結果（Raw γc）とフィルタリング処理結果
（Computed γc）の比較 
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②クラウドシャインγ線（時間積算値：μSv）の解析結果 
本年度研究で実施した「フィルタリング法」の改良で、フィルタリングの自動最適化に
より各モニタリングポスト固有観測条件にカスタマイズ可能となり一定の高精度でクラウ
ドおよびグランドシャインの連続波形が短時間（1秒程度）で抽出できる。 
そして、これら成果を利用し、連続波形を放出時間で積分計算する事で、クラウドシャイ
ンγ線積算値（μSv）を定量推定できるようになった。そのための計算手順、前提条件の
詳細は、参考資料 Yに示す。 
また、γ線積算値推定計算のためにはクラウドシャイン発生時間内における空中浮遊物（ク
ラウドシャイン）と地表沈着（グランドシャイン）の分離モデルが必要であり、その時間
内では両成分の線源が混在し、時間的にその線量比率がどのように変化しているかをモデ
ルケースを仮定して分離計算しなければならない。表 1 に 3 種類の分離モデルを比較検討
する。 
表 1のモデルに基づき、クラウドシャインγ線積算値の推定計算を行った。「東海第二」、「福
島第一」の観測点における個々クラウドシャイン波形の結果を図 7の(a),(b)に、それらγ
線積算値の分離モデル比較検討結果を図 8に示す。 
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表 1 クラウドシャイン発生時間内におけるγ線源分離モデル 
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①03/15 04:20
②03/15 06:40
③03/16 05:40
④03/21 04:30
①03/15 04:20
②03/15 06:40
③03/16 05:40
①dt=0.92949(H)
②dt=13.0129(H)
③dt=15.8014(H)
④dt=13.9424(H)
④03/21 04:30
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(a) 東海第二観測地点 ”MP-C”にて 
（上図：全体、中図：①～③拡大、下図：④拡大、dt:クラウドシャイン放出時間） 
  
①03/12 15:29
②03/13 08:23
③03/13 13:52
①03/12 15:29
dt=0.56733(H)
②03/13 08:23
dt=1.1347(H)
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(b)福島第一観測地点 ”MP-4”にて 
（上図：全体、中上図：①拡大、中下図：②拡大、下図：③拡大、dt：Model(Ⅰ)積算時間） 
図 7 個々のクラウドシャイン波形の各分離モデル解析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
dt=1.8051(H)
③03/13 13:52
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(a) 東海第二観測地点 ”MP-C”にて 
 
 
(b)福島第一観測地点 ”MP-4”にて 
図 8. 個々のクラウドシャインγ線積算値の各分離モデル解析結果 
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大浦理路様とは同研究の互いの支えとして苦楽を共にして参りました。様々な困難が在
ったにも拘らず、心折れることなく卒業できるのも貴君のおかげであります。  
 
文部科学省原子力基礎基盤戦略研究イニシアティブにより実施された「原子力発電所事
故時の放出量及び再飛散量推定手法の高度化に関する研究」の放出量推定手法開発に携わ
った三菱重工業 原智宏様、基志川忍様、石岡昌人様、ENERGIS 糠塚重裕様、東京大学 大
森敏明様、JAMSTEC 滝川雅之様、University of Surrey Alan Robins様、にデンマーク
Prolog Development Center(PDC)社のJan Pehrsson博士、RISO研究所のBent Lauritzen
先生、Martin先生には大変お世話になりました。  
 
研究室生活をともにした石田義洋先生、河野良坪様、川本陽一様、樋山恭助様、香月壮
亮様、南有鎭様、ト震様、Mohamed M. Hefny様、Mai Van Khiem様、成旻起様、呉秉哲
様、趙旺熙様、加用現空様、李時桓様、金鐘訓様、黄柔嫚様、永野秀明様、髙橋祐樹様、
安部諭様、黒澤徹也様、張偉栄様、宮内啓輔様、何佳様、金政一様、李栄玲様、刁芸婷
様、万夢寅様、田中美穂様、朴炳龍様、中尾圭佑様、姜允敬様、黄孝根様、崔元準様、林
侃様、尹航様、小林遼一様、河原大輔様、堀越和宜様、程烜様、陳石様、Madhavi 
Indraganti様、黄孝根様有馬雄祐様、中島慶悟様、Yucel Meral様、趙宇様、吉冨透吾
様、藤間久秀様、八重樫彩様、兒玉和夫様、王立様、小林美子様、杉崎奈緒子様、池田伸
太郎様、鈴木新平様、王秋玥様、山本竜大様、小林真太郎様、谷本美咲様、高橋雄大様、
横山広樹様、高須真里奈様、呉元錫様、朴星現様 、蔡浩秉様、胥妍様、劉明哲様には研
究や生活の様々な面で助けて頂きました。  
皆様のおかげで楽しい研究生活を送ることができました。深く感謝申し上げます。ま
た、日々努力を惜しまない皆様が作る素晴らしい研究室の雰囲気の中であればこそ、本論
文の執筆が可能であったのだと信じてやみません。 
 
大学での恩師であり、日本留学を推薦していただいた日本工業大学の成田健一先生には
研究を頑張るように激励していただきました。深く感謝申し上げます。 
 
最後に、これまでの著者の人生における決断を受け入れ、いつも暖かく見守り続けてく
れたご両親、兄、親友の朴贊洙には最大限の感謝を捧げます。  
 
以上、お世話になったすべての方々に深甚の謝意を表すとともに、今後も日々研究に精進
する決意を示す次第です。 
 
 
2015年9月  
金 敏植  
 
